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○議長（茅沼隆文） 

 皆さん、おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１２名です。定足数に達しておりますので、これより平成

２９年開成町議会９月定例会議第５日目の会議を開きます。 

午前 ９時００分 開議 

○議長（茅沼隆文） 

 早速、本日の日程に入ります。 

 それでは認定第１号 決算認定について（一般会計）から認定第７号 決算認定

について（水道事業会計）まで、及び議案第２９号 平成２８年度水道事業会計未

処分利益剰余金の処分についての計８議題を一括議題といたします。 

本日は、日程第１ 認定第１号 決算認定について（一般会計）に対する質疑を

行いますが、平成２８年度決算にかかわる会計年度中の主要な施策の成果及び予算

執行状況報告にかかわる質疑もあわせて行います。質疑の方法につきましては、ま

ず平成２８年度決算にかかわる会計年度中の主要な施策の成果及び予算執行状況

報告にかかわる質疑を行い、その後、歳入歳出を適当に区分し、その間の質疑を行

うことといたします。 

 それでは、決算書３１５ページから３１９ページの平成２８年度決算にかかわる

会計年度中の主要な施策の成果及び予算執行状況についての質疑を行います。  

 質疑をどうぞ。 

７番、下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番議員、下山千津子でございます。 

３１６ページの「未来を担う子どもたちを育むまち」の中で、３１７ページにあ

たるのですけれども、プレイパーク事業は、中家村公園、金井島緑陰自由運動場、

屋敷下第１公園の３カ所で賑やかに実施されましたが、中家村と金井島は近くに住

宅が少ないのでございますが、屋敷下は住宅の中の公園なので、子どもの声や駐車

場のことで課題があったと聞いておりますが、プレイパーク事業の広がりについて、

今後どのようにお考えか、お聞きいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

子ども・子育て支援室長。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

ただいまの下山議員の御質問にお答えいたします。 

プレイパーク事業の今後ということでございます。プレイパーク事業につきまし

ては、平成２７年度から３年間という、一応、期間を区切りまして、行政側が中心

となって進めていくということで実施しております。平成２８年度は２カ年目とい

う形になります。そういった形を通じて、まず町内での事業展開の方法として、ど

ういったことが課題で、その課題を解決するためにはどうするかといったことを総

合的に検証を行っております。 
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平成２８年度につきましては、先程も議員がおっしゃったとおりの内容で実施し

たわけなのですが、まず住民団体、今後のプレイパークの運営を住民団体が中心と

なってやっていくためには、どのようなことが課題なのかということを中心に検討

をさせていただきました。結果として、今後の方向性として、まず町内に定着させ

ていくためには、最終形としては常設化といった形で、ここの場所という形で決め

てやっていくのが好ましいだろうという方向性は出ております。ただし、それを下

支えする住民団体の育成が不可欠であって、まだまだ常設化に向けた運営を支える

までに至ってないだろうという結論に平成２８年度はなっております。 

したがいまして、平成２９年度につきましては、その方針に基づきまして、まず

は住民団体の基盤をしっかりと整えるという考え方のもと、回数を多くしたり住民

団体の研修を充実させたり、それから協力していただける方を、仲間づくりといい

ますか、積極的に進めているといった状況でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

平成３０年までの施策ということで、常設化を目指しているということなのです

が、特に北部地域には田んぼや水路などがあり、恵まれた自然がたくさんあります。

金井島緑陰自由運動場で子どもたちの元気な声が響き渡り、高齢者と子どもたちの

交流や南部地域の若いお母さんたちに北部地域の自然を味わっていただく、そうい

った良い機会にもなると思いますし、今後、常設に向けて、北部地域の場所につい

てはどのようにお考えでございましょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

教育委員会事務局参事。 

○教育委員会事務局参事（加藤順一） 

お答えします。 

先に行われました一般質問におきましても、金井島緑陰自由運動場の今後につき

まして、一つの方向性の中にプレイパークということが出てございます。それも検

討課題の一つとしてございますが、今現在は先程、担当室長が申しましたとおり、

担っていただく団体を育成していくのがまず先決ということで、最終的な結論は将

来へ向けて、その時点で適切に判断してまいりたいと、このように考えているとこ

ろでございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質問はございませんか。 

４番、前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田せつよでございます。 

本書３１６ページ、中段になろうかと思いますが、経常収支比率についてお尋ね
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をいたします。８３．３％ということで、ここ数年は８０％前半の経常収支比率で

あろうかと思いますけれども、この分析を町としてどのように捉えて、今後の推計

等々、どのように考えられているのか、その御見解を伺いたいと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

それでは、お答えをしたいと思います。 

経常収支比率につきましては、議員の御指摘のとおり、近年は８０％前後という

ところでございます。これにつきましては、経常収支比率がこのぐらいの数字であ

れば、それ以外に使えるお金があると、いわゆる余力があるということでございま

すので、このぐらいの数字で今後も推移をしてまいりたいと考えております。  

参考までに申しあげますと、平成２８年の速報値でございますけれども、神奈川

県内でいいますと、この数字は実は一番良い数字になります。これまで３番目ぐら

いだったのですけれども、平成２８年度につきましては一番良い数字ということで、

従前から申しあげているとおり、開成町の財政運営とすれば、大変に今の時点で良

好な状況にあると。したがって、これが今後、続いていくように自主財源等の確保

に努めてまいりたいと考えてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

県内で１位ということで、大変喜ばしくて、弾力性があるという形の捉え方かと

思いますけれども、たしか７年前でしょうか、７７．５％という形で、８０％を割

るような形の経常収支比率の数字をとった経緯もございますけれども、その当時と

比べての差異といいますか分析をどのようにお考えか、御答弁願います。  

○議長（茅沼隆文） 

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

それでは、お答えをしたいと思います。 

経常収支比率につきまして、いわゆる分母と分子の関係がございますので、分母

の数字が大きくなれば、当然、その数字は動いてまいりますので。先程、御指摘の

あったところは、大変珍しい年といいますか、大型事業があった年だと思われます

ので、そういう意味では、経常収支比率全体とすれば、少なくともここ数年、平成

２３年度の多分７８．６％というのが、ここ５年の中では一番良い数字であろうか

と思いますけれども、これは少し出き過ぎな数字ということもございますので、今

後はやはり８０％程度で推移をしていくであろうということで考えてございます。 

なお、直近でいいますと、平成２６年度が８６％でしたので、この辺の数字が一

つの目安、アッパーとしてはこれぐらい、８０％から８６％の間ぐらいを目指して

しっかりと運営してまいりたいと考えてございます。 
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○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございませんか。 

９番、井上議員。 

○９番（井上三史） 

９番、井上三史です。 

決算書３１８ページ、「都市の機能と景観が調和するまち」の中程、８行目につ

いて質問させていただきます。南足柄市と連携して取り組んでいる足柄産業集積ビ

レッジ構想では、引き続き宮台地区、宮台北地区の事業化に向け整備プログラムの

検討や地権者との合意形成に取り組みましたとありますが、その進捗状況について

お伺いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えをさせていただきます。 

足柄産業集積ビレッジ構想につきましては、南足柄市と連携しまして、開成町の

宮台北地区約５００ヘクタールについて、工業系の事業化というところで取り組ん

でいるところでございます。平成２８年度につきましては、事業を推進する母体と

いうことで、南足柄市と開成町とで推進協議会というのを設立いたしました。平成

２８年５月のことでございます。こちらにつきましては、学識経験者、県の関係者、

商工会の関係者という形、そして町の関係者という形の中で、会議等を持った中で

推進する方向性等を確認しつつ取り組んでいるところでございます。 

事業といたしましては、先程、議員おっしゃったとおり整備プログラムというこ

とで、事業内容の検討、スケジュール等の検討等をした中で地権者との合意形成を

進めているところでございます。地権者の合意形成というところでは、勉強会、地

権者の方の御不安や御質問等に答える勉強会、そして市・町等で考えている計画に

ついての説明ということで、説明会を３回程開催してございます。 

この中で、より丁寧にというところでは、宅地の所有者、そして農地の所有者、

いわゆる建物と農地の関係等ということでは、事業に対する考え方ですとか状況が

変わってございますので、そういったところの対応もさせていただいたところでご

ざいます。 

その中で、また工業系というところでは、企業誘致に向けた取り組みということ

で、企業にアンケート、約４，０００社ということでは、東京都の東側、神奈川県

内ということで、資本金５，０００万円以上の会社について工業立地についてのア

ンケート等に取り組んでいるところでございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

副町長。 

○副町長（小澤 均） 
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私から少し補足をさせていただきたいと思いますけれども、南足柄市については、

昨年度から２市の任意協ということで、そういった取り組みが動き出したといった

こともありましたので、１月１７日に町長と私と、あと担当部長を含めて、南足柄

市のそういう動きの中で、１市１町で、共同歩調で取り組む事業ですから、姿勢で

すとか、これからの取り組みについての確認をさせていただきました。  

そのときには、南足柄市長からは、具体的な話は、道の駅だとか、そういう取り

組みというものもエリアの中に入っていますので、そういうものと並行しながら取

り組みをしていきたいといったこと。あと平成３２年度を目標にして、市街化区域

編入、そのエリアについての編入を努めていくといったこと。あと事業手法につい

ては、土地区画整理事業を基本にするのですけれども、場合によっては開発手法で

というお話もされていました。 

とは言っても、進出する企業について、地元のそういう協議会ですとか、器をつ

くって説明の機会を地元に入って動きつつあるのですけれども、なおかつ合意形成

を進めていくということの動きもあるのですけれども、来られる企業とのものが、

まだ目途が立っていない、ざっくりとして、こういう企業に来てもらいたいという

思惑はあるのですけれども、動きがないということの中で、両首長の中で、トップ

セールスでその辺の動きをしていこうという確認もされたといったことで以後、平

成２９年度、新年度になっても、そういった取り組みを地元の合意形成を図りなが

ら進めていくという状況にあります。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

進捗状況につきましては、今の説明である程度、見えてまいりました。私から見

ますと、足柄産業集積ビレッジ構想は、南足柄市との連携事業とはいうものの、推

進協議会を中心に動いているわけですけれども、宮台北地区の事業化に関しては、

開成町単独で進められる事業として捉えられる節もあるのですけれども、その辺は

いかがなものなのでしょうか。あくまでも１市１町で、連携で進めていくものなの

か、あるいは開成町、町内エリアですので、ある程度、開成町の意向を持って地元

との話し合いが進められるものなのか、その辺の御判断はいかがなものなのでしょ

うか。 

○議長（茅沼隆文） 

まちづくり部長。 

○まちづくり部長（芳山 忠） 

それでは、井上議員の御質問にお答えをさせていただきます。 

基本的に、足柄産業集積ビレッジ構想は１市１町の連携事業というものが前提と

なっておりますので、あくまでも１市１町で合同して集積エリアの発展を図ってい

くというのが大前提でございます。したがって、開成町だけ単独で開発を進めると
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いったようなことが起きるということは、基本的には考えていないということでご

ざいます。ただ、全体的なスケジュールの中で、あるいは区域設定の中で、そうせ

ざるを得ないという状況になった場合には、そのときは、また南足柄市とも協議を

させていただくと。あくまでも、開成町が単独で動いていくということは考えてお

りません。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

分かりました。１市１町での連携というのは堅持されるということが確認されま

した。 

しかし、時代的な流れの中の背景を鑑みますと、南足柄市も小田原市との任意協

議会終了で、また今後、どのような動きになるか不透明な部分が要素として出てき

ております。その場合、合併した場合は新しい小田原市と改めての推進協議会の確

立に向けて話し合っていくものなのか、あるいは、そこで切り離して考えていくも

のなのかという、開成町にとっても判断を迫られるときが来るのではないかなと思

います。いずれにしても、どちらにしても宮台北地区の地権者との合意形成という

ものがまとまっていくことを期待いたしまして、私の質問を終わらせていただきま

す。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

１番、佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

１番、佐々木昇です。 

３１６ページの上段で、一般会計の最後のほうの説明になると思いますけれども、

平成２８年度は法人町民税の増により自主財源が伸び、住民サービスの充実を図り

つつ、将来を見据えた大規模事業への準備も整えることができましたとありますけ

れども、この辺、将来を見据えた大規模事業への準備も整えることができました、

もうちょっと詳細説明といいますか、説明をよろしくお願いします。 

○議長（茅沼隆文） 

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

お答えをしたいと思います。 

これが全てではございませんけれども、当然、一つ、一番大きいものとしては間

近に控えました新庁舎建設。これにつきましては、町民集会等でも基金の一つの目

安を４億円ということで資金計画をお示ししたところでございますけれども、今回

の決算書をご覧いただきますとおり６億円ということで、当初の目標額の１．５倍

ということで積むことができましたと。これによりまして、将来の大規模な事業に
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対して十分な手当ができていると考えてございますので、これが全てではありませ

んけれども、一つの一番大きな例として私からお答えをさせていただきたいと思い

ます。 

○議長（茅沼隆文） 

佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

ただいま課長から説明いただきました。これが全てではないと、その辺をちょっ

と実は私、聞きたかったのですけれども、その辺は理解したということで。  

もう一つ、ちょっと違うところなのですけれども、平成２８年度、協働推進特別

枠というものを設けて五つの事業、これに取り組んだと思うのですけれども、各事

業、説明で触れられている部分もありますけれども、協働推進特別枠というものの

観点から、この辺の成果といいますか評価、この辺をお伺いします。 

○議長（茅沼隆文） 

 自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

御質問にお答えします。 

協働推進枠ということで、当初予算の中で協働を進める町の考えの中で、枠を設

けまして、町内で協働できるような事業、また新規に取り組める事業というものを

挙げていただきまして、その中で各課の中で協働に取り組んでいるというものでご

ざいます。 

実績につきましては、予算の執行の中で、それぞれの中で取り組んでいくという

ことで、自治活動応援課としましても、協働を進めるという意味で、協働推進の部

分は進行管理ということで事業の振興を事業の中で見ているところがございますの

で、はっきり数字として、これだけできたというところはありませんが、予算の中

で協働推進枠というのを設けながら協働推進を進めているという取り組みの一つと

考えていただければと思います。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

今後につながるような成果、この辺があったということでよろしいでしょうか。  

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

お答えします。 

新たに予算の中で各課から新規に取り組むというものでございますので、そこの

部分で、新たに取り組んでいるという部分では成果であると考えます。  

以上でございます。 
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○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

１０番、星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

１０番、星野洋一です。 

３１８ページ、上から６行目ぐらいのところの「自然が豊かで環境に配慮するま

ち」の中で、日本一きれいな町を目指し、清潔で美しいまちづくりを目指しますと

いうことで、平成２８年当初予算の予定では、平成２６年度から実施していたエコ

バリューセットの補助制度を改めて、国のネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの補

助金へ上乗せするゼロ・エネルギー・ハウス補助制度を設立するということになっ

ていたと思いますが、平成２８年度の決算では、新エネルギー導入制度の事業とし

ての歳出がちょっと見つからなかったのですが、これはどのようになっていらっし

ゃるのでしょうか、よろしくお願いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、星野議員の質問にお答えをさせていただきます。 

ネット・ゼロ・エネルギーハウスというのは、住宅の断熱性の向上、設備の省エ

ネルギー性の向上等の活用により、年間のエネルギーが正味、ネットでゼロになる

住宅のことを言いますけれども、それにつきましては、昨年、補助要綱を策定させ

ていただきまして、各町のホームページへ掲載をいたしまして、あと県内の建設業

者にＰＲをさせていただきました。ですけれども、実質的には住民からの申請がな

かったということで、ここでは支出がゼロという形になっております。予算上は、

２０万円で３件分で６０万円の予算を計上していたのですけれども、今のような状

況の中で、こちらのＰＲもさせていただいたのですけれども、まだ応募がないとい

う状況で、支出がないという状況でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

分かりました。町民からそれがないということで。この事業に関しては、引き続

き展開していくのでありましょうか、その辺をまたお聞かせください。  

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

こちらにつきましては、地球温暖化の対策にもなる事業でございますので、引き

続き本年度も予算化をしておりますので、続けていきたいと思っております。  

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 
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ほかに。星野議員、どうぞ。 

○１０番（星野洋一） 

同じクリーンということで聞きたいことがあったのですが、不法投棄の多発する

ゴミ置き場に監視カメラを設置するということになっていたようですが、これも執

行状態がちょっと見つからなかったもので、そのことに関しては、行っているかど

うか、その辺をお聞きしたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

ちょっと質問の内容が、先程、申しました主要な施策の成果及び予算執行状況の

報告とかけ離れていると思います。実際の歳出のところで質問をお願いしたいと思

います。 

ほかに質疑はございますか。 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田せつよでございます。 

本書３１９ページ、「効率的な自治体経営を進めるまち」ということで、上から

３行目、４行目にかかります。新庁舎に向けて、開成町に適したワンストップサー

ビスなど、執務環境整備の提供方法についての調査研究を進めましたということで

ございますが、この詳しい成果報告をお聞かせください。 

○議長（茅沼隆文） 

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

それでは、お答えをしたいと思います。 

庁舎については、その都度、特別委員会で御説明をしているところでございます

けれども、ワンストップということでお話でございますので、お答えをさせていた

だきたいと思います。 

まず一つは、こちら決算にも出てまいりますけれども、いわゆる文具メーカー、

お名前を出してしまうとコクヨになりますけれども、コクヨと手を組みまして先進

事例を紹介していただく、あるいは開成町の窓口の現状をご覧いただきまして、開

成町に一番合うワンストップとはどういうことなのであろうということを常にお話

し合いをさせていただいております。 

それだけですと、当然、外部の力だけということになりますので、庁内におきま

しても、そのためのワンストップを検討するワーキンググループ等を設置しまして、

それぞれ検討を重ねているところでございます。なお、このワーキンググループに

ついては、各課のいわゆる担当マネージャー級の、これからの開成町を担っていた

だく方が中心となって進めておりますので、しっかりと将来を見据えた上で、この

ワンストップサービスのあり方というものを今、研究しているところでございます。 

御指摘の、多分、出てくる内容とすれば、でき上がったときにやったのでは間に

合わないということで、いわゆる新庁舎ができる前にしっかりと方針を定めて、新
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庁舎が完成したあかつきには目標としておりますワンストップサービスがしっかり

と提供できるようにという意味での御質問だと存じますので、今後もしっかりと、

その辺は進めてまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田でございます。 

先んじて課長から答弁いただいたわけでございますが、全くそのとおりで、今後、

新しい器ができたときに、まず挨拶からという基本理念というか、基本の基礎固め

を今から着々としていただきたいということを申しあげて終わります。  

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番議員、下山千津子でございます。 

３１９ページの下段に、地方創生は若者が生まれ育った地域で職を得て豊かに暮

らすこと、子育て世代の妊娠・出産をかなえ、常に将来を見据えたまちづくりを進

めていくとされておりますが、安心して子どもが産める環境を確保することは大変

重要と考えております。神奈川県がつくりました地域医療構想がございますが、県

西地域の総合病院といたしましては足柄上病院がありますが、産科医の確保をし、

いつでも安心してお産ができる環境をつくることが重要と考えます。町長は、この

産科体制の確保をどのようにお考えか、お聞きいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

町長。 

○町長（府川裕一） 

開成町は、特に人口が増えて子どもの数が増えているという中で、子育てをする

中で、子どもを産むための場所が確保できないというのは大変重要な課題だと認識

しています。これは、なかなか町単独で進められる話ではなくて、上郡町村会とい

うのがありまして、その中で産科について、また上病院のあり方について、今、共

同研究を実際しております。 

何回か上病院に行って視察をしたり、現状把握をしたり、産科、小児科を含めて、

どのような形で、これからうまく上病院の中に持ってくることができるか、また、

もし、それができないなら、広域の中でどうしたら良いかという研究を今、してい

るところでありますので。これは上郡町村会の中で皆さんと一緒に、大事な課題で

ありますので、これからも進めていきたいと考えております。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 
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○７番（下山千津子） 

ただいま上郡町村会で共同研究をされているということですので、今後とも、ぜ

ひよろしくお願いしたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

５番、石田議員。 

○５番（石田史行） 

５番議員、石田史行でございます。 

ページは３１６ページ、「未来を担う子どもたちを育むまち」の中で、開成駅東

口の「ぷらっと・かいせい」内に町内２カ所目となる子育て支援センターを開設し

たということでございまして、２カ所目の子育て支援センター開設というのは、と

ても大きな、平成２８年度の事業の中におきましては大変大きな事業だったと思う

わけでございますけれども、これを受けて、実際の利用者の皆様からの反応といい

ますか、反響といいますか、どういったお声をいただいているのかということと、

そして課題、どういった展開をしていくのか、御見解を伺いたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

子ども・子育て支援室長。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

石田議員の御質問にお答えいたします。 

駅前にできた２カ所目の子育て支援センターでございますが、当初、私どもも、

どなたでも気軽に参加できるような支援センターの形というものが開成町でも初め

てのものでしたので、なかなかイメージどおりにいくかなという心配があったので

すが、結果として１日あたり１８．３組の方に御来場いただけたということで、こ

れは、おおむね目標は達成しているのかなという状況です。 

支援センターの中に意見箱ということで、意見箱、誰でも気軽に投書できるよう

な形で置いておりまして、当初、開設したばかりの時期については、かなり意見が

入っておりました。ただ、その大半については駐車場の確保、やはり車で来たとき

の利便性が悪いという御意見がほとんどでございまして、それについては、一般質

問でも若干触れさせていただいているのですけれども、臨時駐車場を整備して対応

を図っております。その件については、その後、批判的な御意見等は特にございま

せん。 

あとは、いただいた意見としては、例えば、お子さんの食事の時間というのをル

ールを決めて中でやっているのですけれども、もう少し柔軟に対応してほしいだと

か、運営上の柔軟さみたいなものを求める声がありました。そこはちょっと、必ず

そうするべきだという判断がなかなか難しくて、やはり子育てをする上での一定の

ルールというのを決めた中で運営しているということもございますので、そこは内

容に応じて対応しているというところでございます。 

あと一点、開成町の駅前支援センターの大きな特徴としては、第二土曜日に開設
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したときは特にそうなのですけれども、お父様とお子様の来所が多いという特徴が

ございます。したがいまして、お父様を対象とした講座だとかも徐々に実施しては

いるのですが、その辺にターゲットを絞って、もう少しきめ細かなサービスを提供

できるような形にしていくというのが今後の課題かなと思っております。  

○議長（茅沼隆文） 

石田議員。 

○５番（石田史行） 

御答弁ありがとうございました。当初、駐車場の問題が、私もちょっといただい

ていたわけでございますけれども、臨時の駐車場を今、開設をして対応していただ

いているということで、そのように適宜、利用者の御意見をお聞きしながら修正を

図っていらっしゃるということを確認させていただきました。 

あと、説明の中で、遊びを通した交流だけではなくて、栄養士や保健師などによ

る相談日を設けたということでございますけれども、これは、ちょっと細かいこと

になるかもしれませんが、どういったご相談があり、そして、どういった御反応を

いただいているのか、それを御説明いただきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

子ども・子育て支援室長。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

石田議員の御質問にお答えいたします。 

専門相談というところでございますが、４月から３月までの期間で、大体、月１

回から２回のペースで、町の保健師、それから作業療法士、それから歯科医師会の

方、それから町の栄養士等々をお招きして専門相談日というのを設けて実施をして

ございます。大変、御好評をいただいておりまして、参加者の方、気軽に話せると

いう雰囲気をつくりながらやっておりますので、非常に日頃の心配事が気軽に相談

できたということで、御好評をいただいていると聞いております。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

教育長。 

○教育長（鳥海 均） 

ちょっと補足させてもらいますけれども、今、石田議員がおっしゃるように、当

初、社会環境の変化において、親はやはり相当引きこんで自宅にいて悩んでいると

いう状況の中から、何とかして外に出て子育てについて自信を持って子どもたちの

教育にあたれればということでセットしたわけですけれども、平成２８年度の中で

非常に好感を持てたというのは、開成幼稚園の園長を含めて幼児教育について、ど

のようなことに心がけて子育てをしておくことが、これからの就学に向かって良い

のかということをやったときに、かなりの反応があって、また今年度もぜひやって

ほしいということがありまして。やはり就学前教育としての一コマとして、非常に

有意義な交流ができているのではないかなと、私はそう感じております。  
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○議長（茅沼隆文） 

石田議員。 

○５番（石田史行） 

ただいま教育長から御答弁いただきまして、ありがとうございました。専門相談

も大変好評であるということでございますので、これも引き続き継続をしていただ

きたいと思いますし、先程、室長からお話もあったお父様の参加というのも、また、

これから促していきたいということでございますので、ぜひ、そういった方向で、

より良い方向に進めていただきたいと申しあげて私の質問を終わります。  

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

１０番、星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

１０番、星野洋一です。 

３１９ページ、下から１６行目ですか、足柄上地区１市５町の広域連携事業とし

て、あしがらローカルブランディング推進事業を展開し、「千年の湧水あしがら水

源」をブランド・コンセプトに、小田急トレインビジョンでＰＲ動画の放送を実施

したということになっておりますが、これはかなりの反響があったのではないかと

思いますが、手応えはいかがだったでしょうか。その辺のことを聞かせていただけ

ればと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

企画政策課長。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

それでは、お答えをさせていただきます。 

小田急線の車両内のモニターと申しましょうか、そういうもので、あしがらロー

カルブランディングの動画を一定期間、流させていただいたということでございま

すので。 

なかなか、ほかの自治体等のＰＲ動画もあわせて流れているという状況で、そう

いう意味では、見られる方にとっては、車両内の、ある程度、個人でいろいろ時間

の費やし方は違うかと思いますけれども、いろいろ自治体なり地域のＰＲ動画が車

両内で流れるということについては、かなり注目度が高かったと考えておりますし、

また、それぞれの地域の動画があわせて流れるということの相乗効果もある程度、

車両の中という空間もあって、あったのだろうと考えております。また、広域で取

り組んだということで足柄地域のＰＲということになりましたので、東京方面の方

にとっては新鮮な情報として見ていただけたのかなということで、一定の効果はあ

ったと考えてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

星野議員。 

○１０番（星野洋一） 
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１０番、星野です。 

そうですね。電車の中で流していただいて、足柄地区で相乗効果もあったのでは

ないかということのお答えでした。動画、「あしがらで心まで素足になる」という

名前の動画だと思うのですが、二人のＯＬが足柄地区を見て、足柄の良いところと

いうことを流しているのだと思います。開成町の豊かな水、そういうものをもっと

もっと、これからもＰＲしていただくことで、開成町のこれからの発展、商工業を

含めた町の発展が望めると思いますので、これからもこの手のＰＲを一生懸命やっ

ていただければとうれしく思いますので、よろしくお願いいたします。  

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございませんか。 

２番、山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

３１５ページの上段の部分の歳入歳出を含めた中で、全体についてお聞きしたい

と思います。町長報告の中では歳入、歳出ともに増という報告をされました。数字

的には割愛はさせていただきますが、しかしながら、単年度収支に財政調整基金の

積み立て、取り崩し額など、増減した実質単年度収支は赤字となったという報告が

されているところであります。 

そのような中で、今回、赤字に持っていった意図的なものというものをお聞きし

たいと思うのです。結果だから赤字だよという表現も考えられるのですが、例えば、

積立金３億３，３３８万５，０００円、そのほかにも積立金はあろうかと思います

が、そこら辺というのは先程の庁舎建設の積み立てでいえば、当初目的４億円を６

億円ということで１．５倍の積み増しをしたということで、ある程度、そこら辺の

調整をした中で、ここら辺の赤字回避というものを持っていけるとは思うのです。

どんな意図があって、こういう示し方をしたのかという。 

一番困るのは、町民向けにアピールするときに、実際、開成町というのは人口も

伸びているので、当然、収入も増え支出も増えるというのは当たり前のことだと思

います。そのような形で、まちづくりというのをやってきたと思いますので。しか

しながら町は厳しいのだよ、赤字なのだよということで、本来、町民に反映しなく

てはいけない税財源を庁舎に、振り向けると言ったら言い方は悪いですけれども、

財源がないので我慢してくださいというようなことは、あってはならないと思うの

です。 

平成２８年度決算を見たときに、この赤字にしたというところが一番、今後の運

営の中で鍵になってくるのかなという。庁舎建設が進んでくると、当然、支出も出

ていき、また、先般、一般質問の中でも小児医療助成の拡充ということで答弁があ

る中で、そこら辺も増えてくるとなると、やはり財源確保というところが大変気に

なるところなので、ここら辺の赤字にした意図というものを最初にお聞きしたいと

思います。 
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○議長（茅沼隆文） 

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

それでは、お答えをさせていただきたいと思います。 

まず、最初に一つですけれども、赤字にする意図というのは全くございません。

議員御発言のとおり、結果として赤字になっていると。まず、そこは一つ、最初に

申しあげたいと思います。 

この実質単年度収支のからくりといいましょうか、システムの問題が一つござい

まして、議員御指摘のとおり、いわゆる公共施設整備基金に３億３，０００万円を

積み立てております。これは実は、この数字を出すときには、支出として使ってし

まったという処理をされるのです。例えば、財政調整基金にこの３億３，０００万

円を積んでいれば、この単年度収支はプラスに転じます。それは、いわゆる制度上、

どの基金に積むかによって数字として拾うか拾わないかという問題がありますので、

決して何か意図的にやったということではなくて、先程、佐々木議員の御質問にも

ありましたとおり、今、町としてやるべきことは何ですかという中で、公共施設整

備基金に積んだと。結果において、単年度収支では６，２００万円程のマイナスに

なってしまったということでありまして。決して、そういう意図的に何か行ったと

いうことではないというのが１点。 

それから、この分をそれ以外の事業に回せばというお話、あるいは町民に我慢を

というお話ですけれども、決して、今回の決算をご覧いただいたとおり、何かその

ために大きく決算額が動いているものもございませんし。翻って考えてみますと、

庁舎建設というのも、決して町民のためのものではないということではなくて、逆

に言えば町民のために建てるということは町長もるる申しあげているとおりでござ

いますから、ただいまの御質問の趣旨とは違いますけれども、庁舎建設も立派な町

民のための事業であるという観点からすれば、議員が御指摘のようなことはないと

考えているところでございます。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番議員、山田貴弘です。 

課長答弁の中で理解はするところなのですが、今回、款別歳出決算別分析表とい

うのを細かく見させてもらったのです。行政側が決算で示されるのは、過去５年と

いう中での比率で示されるわけですけれども、あえて今回、１０年さかのぼってみ

たのです。さかのぼってみると、例えば、衛生費、農業水産費、商工費、土木費、

教育費と区分があると思うのですが、全て比率が下がっているのです。 

要するに先程、言っていた町民には我慢をさせるようなことはしないよという答

弁があったかと思いますが、そこら辺を比率的に削減した中で、どこが上っている

のかなと見ると、総務費と民生費。民生費については、いたし方ないなと。高齢化
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社会に向かう中で民生費、また先程、言っていた小児医療の助成とか、そういうの

もあるので、これはいたし方ないということで見るのですが、総務費については著

しい伸び率なんです。この要因は、裏返してみると、ふるさと納税の絡みがあるの

で、ここら辺の総務費というものがはね上がったのかなというふうに分析している

ところなのですが、全体的なバランスというのですか、先程、言っていた庁舎建設

に向けてこういう積み増しもする中で、赤字にして我慢をさせるようなことはない

よという答弁がある反面、１０年さかのぼったときには、衛生費だとか、そういう

ものについては下がっているというところでは、やはり住民に反映されていないな

というところが今回の分析で見えるのです。 

その反面、一人あたりの税金、どのぐらい支払ったのかという分析表があるわけ

ではないですか。これを１０年さかのぼってみると、２，７０７円ですか、１０年

前よりも上がっているということで、税負担をさせているというのが裏返しだと思

います。 

そのような中で、一つの事業に特化したことにより、あらゆる分野を削減しなく

てはいけないような予算振りというのは、今後もいけないと思うのです。平成２８

年度決算の中で、そのような分析をされたのかどうか。平成２９年度は、もう予算

が提出されております。そのような中で、さかのぼって分析をされているのかどう

か、そこら辺、１点、お聞きしたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

それでは、お答えをしたいと思います。 

議員が過去１０年間という中身を細々、今、この場では見られませんけれども、

例えば、その中には、学校建設であるとか、それから南部地区の土地区画整理事業

であるとか、そのときにやらなければいけない分野があって、そこに集中的に投資

をした結果として、そこだけが突出して見えているのではないかなと。 

例えば、衛生費と先程お話がありましたけれども、昨年はグリーンリサイクルセ

ンターの施設を買い取るという、いわゆる特殊事情が入っていることがございます

ので、いわゆる一般財源ベースで経常的に支出しなければならない経費がどれ程あ

ったのかという観点でご覧をいただかないと、やはり、その年その年の特殊事情で

振れてまいりますので、全体が５０億円の中ですから、１億円が動けば大変パーセ

ンテージが大きく動いてまいりますので。 

また細かいところは私も注視はしてまいりますけれども、少なくとも、その年そ

の年、しっかりと町としての目標を持って、そこに対して集中的に投資をしていく

という結果からすれば、その年その年で当然、差は生じてくると思いますし、それ

によっていわゆる町民サービスが低下しているということはないと考えてございま

す。 

○議長（茅沼隆文） 
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行政推進部長。 

○行政推進部長（秋谷 勉） 

私から、また補足させていただきます。 

税負担が増えているということがありましたけれども、税につきましては、１０

年間の間で特に開成町で独自で税率を上げたとか。一部、国保とか、そういう保険

系はありますけれども。ただ、例えば、固定資産につきましては、基本的にみなみ

地区の土地区画整理において農地だったのが宅地並み課税となって税が上昇してい

る、法人税につきましては、その時々の事業所の税ですから、それは変動がござい

ます。ですから、町で必要だから税負担を強いて特殊な建設に充てているとか、庁

舎の建設のために充てているとか、そういうことはございませんので、それは一言、

申し添えておきます。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番議員、山田貴弘です。 

今、部長が答弁されたのは分かっている中で、しかしながら、示される中では、

町民一人あたりの収入額ということで示されているものを分析すると、そのような

結果と。これは消費も合わせた中の数字だと思うので、そこら辺は。 

何を言いたいかというと１０年経ったときに、町民が１０年前よりも幸福度が上

がったのかどうかというところの追求だと思うのです。当然、物価も変動するので、

そのときそのときの評価というものもあるとは思います。また、単年度で見たとき

には、そのときそのときの事業で削減しなくてはいけない場合もあろうかと思いま

すが、あえて今回、１０年というスタンスの中で見たというのは、どれだけ町民が

１０年前よりも幸福度が上がっているのかという観点で見ていますので。 

単年度で報告を終わらせるのではなくて、長期スパンの中で、町民のためのまち

づくりをしているのだと、そのための先行投資なのだよ、そのときにこういう先行

投資をしたから今があるのだよという。逆に言えば、他の町は幸福度はもっと目減

りして最悪の事態になっているのだよと、ここでは言えないとは思いますけれども、

開成町は、まだこれでおさまっているのだよというようなアピール性も今後は必要

だと思いますので、ぜひとも、そこら辺はシビアに。単年度ではなくて、やはり長

期スパンの中で比較した中でまちづくりをしていっていただきたいと。  

細かいところではこの辺で終わりにしますが、その反面、収入の状況というもの

を調べてみました。例えば、地方税についてみますと決算構成比が５０．２％とい

うことで、前年度、平成２７年では５１．７％と若干下がったということで、その

ときの景気によって変動はするとは思いますが、これを１０年前、平成１８年で見

ると５７．９％ということで、やはり、これは構成率が下がっているとなると、町

として自主財源をどのように確保していくかというところを着眼点と置かなくては

いけないのかなという。 
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単純に収入が増えて支出が増えたんだよだけではなくて、構成率を見たときに、

何の財源で開成町は運営をされているのかというふうに見てくると、今回は１１月

からやっている寄附金、先程、言ったふるさと納税というものも収支の中では影響

が若干ではあるがあるという中で、果たして寄附金をあてにしたような財源構成を

求めていかなくてはいけないのか。逆に言うと、地方税の中には法人・町民という

税のくくりがある中で、企業に投資をしなくてはいけないか、住民に投資をしなく

てはいけないかというところも分析が必要だと思うのです。 

自分から見ると、開成町は、それなりに双方にやっているなとは思うのですが、

今回の平成２８年度の決算を見ていると、ちょっと自分からすると危機感というか、

将来の中で不安要素が一つ増えたなと思っているのです。 

その一つが、先程、言っていた寄附金にしても、見えない部分ですよね。平成２

８年度については途中で補正をしたということで、当初予算の中では寄附金をあて

にしたような予算組みというのはしていなかったと思うのです。それを７，７００

万円ですか、約８，０００万円の補正予算を組んだ中で、途中で、今回、出されて

いる決算に反映するような内容の組み替えをしたわけですよね。今回も１億２，０

００万円でしたか、そのぐらいの予算を積み上げていると思うのですが、確定した

税財源がなければ行政側も予算を組むときに不安というのがあると思うので、町と

して今後、どのような形の中で税確保をしていく。 

また、国に対して、安定した財源を確保するために、どのような意見を述べてい

くか。ふるさと納税も含めた中で、運用ですよね。安定した財源を確保していくた

めの意見を今回の平成２８年度決算で感じたのか。そこら辺、最後、これ３回目に

なりますので、くくった状態で意見をもらいたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

それでは、お答えをさせていただきたいと思います。 

最初にお話のありました構成比というのは、これは分母の問題がございますから

一概にはなかなか言えませんで、歳入総額でいえば平成２７年が５２億円、平成２

８年が５５億円ですから、町税そのものは伸びていても分母の数字が大きくなりま

したから、どうしても、そこの構成比としては下がってしまうと。これは、まず現

実問題としてございます。 

これまでもお話を申しあげたとおり、開成町においては、自主財源の柱となる地

方税、特に地方税の中でも安定的に見込めるのは、やはり固定資産税と、それから

いわゆる町民税になりますので、ここをどうやって確保していくかということで再

三、申しあげているとおり、そのための先行投資として南部地区に目をつけまして、

そちらに先行して小学校を開校して、そこに人を呼び込むと。この結果において今

回の決算のような形で、個人住民税が伸びている市町村というのは全国的に見ても

あまりございませんので、まず、それは一つ、良いお話としてはございます。  
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ただ、一方で、固定資産税については、いわゆる土地としては良いのですけれど

も、家屋が建ちますと土地の分は軽減措置が起きると。ある面、そこは仕方がない

のですけれども、それも、やはり長く住んでいただくことで十分に町の財政には寄

与していただけますし、ある面、納税をしていただくために町に住んでいただいて

いるというわけではございませんから、先程お話があったとおり、そこに対して、

また町民サービスというものをしっかりしていく中で「住んで良かった」と思える

ようなまちづくりをしていくということで、これまでも開成町の方針としてまいっ

たつもりでございますから、そういった意味では、そこが歳入確保策の一つの柱に

なるのであろうなと考えてございます。 

もう一つの法人につきましては、議員も御承知のとおり、やはり法人の経営状況

にかなり左右される部分がございますから、あまりそこを大きく見込むということ

もできませんけれども、一つの方法とすれば、数を増やすというのですか、１社に

頼るとか２社に頼るということではなくて、多様なそういう業界に対して誘致をし

て、しっかりと町の中に根づいて産業を興していただくことによって、法人税も伸

びるでしょうし、そこにまた住んでいただくということで先程の個人住民税にもプ

ラスの効果があると考えておりますから、基本的には方針というのは全くぶれるこ

となく今後も進めてまいりたいと考えるところであります。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

総務課長。 

○総務課長（山口哲也） 

それでは、ふるさと納税の関係の御質問につきましては、私からお答えをさせて

いただきます。 

開成町の魅力を発信する手段の一つということで、昨年、平成２８年１１月から

返礼品つきのふるさと納税というものを始めたところでございます。町内事業所の

皆様の御協力ですとか、町が地道にブランディング活動に取り組んできた成果とし

て、１億円を超える寄附をいただくことができたというのは成果として言えると思

います。 

一方で、これはあくまでも寄附金で、他力本願なところがございますので、これ

を経常的、恒常的な収入として見て財政運営をしていくというのは、これはちょっ

と違うのではないかと。これはプラスアルファとして考えるべきものであると。た

だ、これも座して待っているだけでは目減りしてしまうことも考えられますので、

これからも積極的に町の魅力を発信して、まちづくりに御協力いただけるような仕

組みとしていきたいと考えてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

（「なし」という者多数） 

○議長（茅沼隆文） 
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 それでは、質疑がないようですので、次に歳入に移ります。 

決算書では、事項別明細書の１２ページから４５ページまでの歳入全般について

の質疑を行います。質疑の際は、決算書または説明資料の該当ページを明示してく

ださい。なお、質問は簡潔に、答弁も簡潔にお願いいたします。 

９番、井上議員。 

○９番（井上三史） 

９番、井上三史です。 

決算書１３ページ、節区分２、個人町民税で滞納繰越分９００万円が出ており、

７９万７，７８５円の不納欠損額となっています。収入済額として６９９万４，２

５４円で、説明資料３ページに徴収率２４．８％の成果を出しております。しかし、

２，０３７万１，７８３円が収入未済となって平成２９年度へ繰り越しとなるわけ

ですが、平成２８年度の状況として不納欠損の対象者は何名ぐらいになっているの

かを最初お伺いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

参事兼税務窓口課長。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

それでは、ただいまの御質問にお答えしたいと思います。 

不納欠損の対象者ということでございますが、こちらにつきましては、不納欠損

と申しますのは条件がございまして、これにつきましては滞納処分の執行の停止、

これをしてから３年同じ状況が続きますと不納欠損に至ると。結局、執行停止の条

件といたしましては、担税力がないということが主な理由になってまいりますが、

そういう状況が３年間続きますと執行停止から不納欠損に至るということになって

ございます。 

こちらの人数でございますけれども、ただいま、ちょっと調べさせていただけれ

ばと思いますので、若干お時間をいただければと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

では、関連質問をそのまま続けさせていただきますけれども、滞納している一方

で、滞納している方の中で一番長い方の年数は何年ぐらいになるのでしょうか。不

明者は対象外として、収納に努力しておられることはよく理解しております。絶対

に徴収できない方は何名になっているのか、把握している範囲の中で、これもお願

いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

参事兼税務窓口課長。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

滞納している期間の中で長い方というところの御質問でございますけれども、こ

ちらの方につきましては、基本的には差し押さえをして納付の指導をしているとい
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うことになってまいりますが、こちらの長い方ですと１０年前後の方がございます。

ただ、累積の滞納額というものが大変長くなってございまして、御本人との折衝の

中でも納付をしていくという意向がございますので、差し押さえという滞納処分を

した上で時効となるものを止めまして、それで、長くなってはございますけれども

順次、納付指導をして納付をしていただいているという状況がございます。  

あと、もう一点のところにつきましては、先程の不納欠損の件数と結びつく部分

がございますので、もうしばらくお待ちいただければと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

９番、井上です。 

この質問の意図は、実は収入未済額２，０３７万１，７８３円は、仕方ないと断

念するには大き過ぎる金額だと思うのです。そこで、なぜ納税できないのかの分析

と対応策が必要になってくるわけですけれども、この点をお伺いいたします。  

○議長（茅沼隆文） 

参事兼税務窓口課長。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

先程から２，０３７万円の滞納額という御指摘でございますけれども、２，０３

７万円、そのまま不納欠損に至るというわけではございません。毎年毎年、担当者

で滞納者との折衝を繰り返して納付に結びつけていくということでございます。こ

ういう滞納者との折衝の中で、傾向といたしましては、会社をやめられた方、この

中には、ちょっと言葉は悪いですがクビになったような方もいらっしゃいまして、

なかなか生活の安定が望めない。このような方につきましては、執行停止、結局、

税金を払うだけの収入がない、暮らしていくだけで精いっぱいの方という方につき

ましては、執行の停止をかけていくということになってございます。 

ただ、そこに至らないような方につきましては、催告を繰り返し、また催告して

いく中で問題が生じてくれば、問題というのは、結局、納税意識が見られないよう

な方につきましては、積極的に差し押さえをさせていただいている状況がございま

す。 

ですので、２，０３７万円の滞納額をそのまま見過ごしているということよりも、

我々といたしましては、いきなり強行手段に出るということではなくて、滞納者と

の折衝を重視した中で、どうしても仕方のない方については不納欠損をしていくと

いう考え方で事務は進めてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

１番、佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

１番、佐々木昇です。 

決算書１６、１７ページ、説明書６、７ページの款、分担金及び負担金、目は民
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生費負担金のところで、放課後児童利用料と保育所入所措置の利用料の部分があり

まして、ここで私も滞納繰越分でお伺いしたいのですけれども、特に保育所のほう

でお聞きしたいのですけれども、滞納繰越、ここにあてはまる方の詳細をお伺いし

たいと思います。できれば世帯が分かればお願いしたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

子ども・子育て支援室長。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

それでは、お答えいたします。 

保育所保育料の滞納繰越分は、世帯というのは該当する世帯が何人かということ

だと思うのですけれども、申しわけありません、世帯という意味ではないのですが、

お子さんの人数で申しあげると、保育所保育料が８人になります。それから、放課

後児童利用料負担金、こちらのほうが滞納繰越分は５人になります。 

それで、対応といたしましては、私ども、児童手当というものをお子さんの学齢

に応じてお支払いするという立場もございます。こちらは、児童手当法の中で、こ

ういった滞納に児童手当で支払うべきものについて充当することができると法律の

中で決まっていますので、その枠の中で、本人の御了解を得ながら支給のタイミン

グに合わせて滞納に随時充てているということを、一応、平成２７年度から制度を

取り入れてやっているという状況でございます。 

あわせて、現在、繰り越しが発生しているという状況なのですが、過年度の古い

ほうからということで、一番古いのは２年前、３年前という状況になっているので

すけれども、それに先程、申しあげた児童手当を古いほうから順次充てていますの

で、どうしても古いほうがまだたまっているという状況でございます。  

○議長（茅沼隆文） 

佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

この辺、不納欠損、平成２４年あたりに１回あったようですけれども、それから

ゼロになったということで、今、ちょっと御説明を受けた中で理解いたしました。

私も、気になるのが先程の徴収の対応です。この辺、お子さんが絡んでいる、ここ

だけの問題ではないかもしれませんけれども、先程も御説明がありましたけれども、

こちらの対応で、結構、その反応というのがお子さんに来てしまうような、虐待と

か、大きく言ってしまうと、そういうことも考慮した中で徴収というか、その辺を

行ってほしいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

子ども・子育て支援室長。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

すみません。ちょっとお答えになるかどうかはなんですけれども、私ども子ども・

子育て支援室の業務といたしまして、一方で、お子さんの要保護支援、育児に支援

が必要な方について支援をしていくという業務を行っております。実は、滞納され
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ている中にはそういう御家庭もありますので、そこは、まず支援の立場から得た情

報をもとに、では、どれだけ支払い能力があるのかということはかなり慎重に検討

しながら対応しておりますので、御承知おきいただければと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

７番、下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番、下山千津子でございます。 

決算書１３ページ、説明資料は３ページでございますが、歳入、町税の中の２で

固定資産税の滞納繰越分は６７４万９，３００円とありますが、決算書の３３２ペ

ージの町税の徴収実績は現年度課税分として９９．６％と高い徴収率でございます

が、滞納繰越分の徴収率は３４．５％となっておりますが、この徴収方法をどのよ

うに行っているか、お伺いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

参事兼税務窓口課長。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

徴収方法ということでのお尋ねということになろうかと思います。現年分あるい

は滞納繰越分、こちらにつきましては、滞納者という形の中で対応を図ってきてご

ざいます。現年分につきましては、最近の傾向としては、督促状を発送した後に電

話催告等の催告の関係をかなり増やして、重点という程でもないのですが、以前よ

りも増してやってきている状況がございます。そういうことが効果に現れているの

かどうかというところもございますけれども、そういう部分があって９９％を超え

る徴収率というのが現年分の状況となってございます。 

また、滞納繰越分につきましては３４％ということですが、こちらにつきまして

は、結局、現年度分について払うことのできなかった方の税金が滞納繰越分に全て

回ってきているという状況がございますが、通常の催告あるいは納税指導というこ

との中で納付いただけるような方につきましては、大分、その辺の対応が浸透して

きて、一度に払うことのできない方の分納ということも増えているような状況がご

ざいます。 

ただ、ちょっと言葉は悪いかもしれないのですが、そういう形の中で納付意識が

あって納付がいただけている方、こういう方については、もう、ある程度、手が尽

くされてきているような部分も見方によってはございます。こういう方々につきま

しては、今後は強制的な換価をしていくという方向にいくわけでございますが、た

だ、全て一度に強制手続ができるということではございませんので、財産調査類は

所在調査から含めまして様々な調査をした上で、最終的に差し押さえ、換価に踏み

切っているという状況がございますので、なかなか時間がかかるという部分もござ

います。 

そういうところもございまして３４％の徴収率ということでございますが、滞納
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繰越分の徴収率といたしましては、県下の中では３４％という３０％を超える滞納

繰越分の徴収率というのは、それほど悪くはない数字ということでは認識はしてご

ざいますが、ただ、あくまでも、これは限りなく１００％に近づけていくという部

分がございますので、今後も頑張っていきたいと考えてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番議員、下山千津子でございます。 

今、お聞きすると、納税指導やら分納される方の努力をしているということです

ので、今後も、３０％以上ということは高いほうだとかとおっしゃいましたけれど

も、ぜひ徴収率を上げる努力をこれからもお願いしたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

参事兼税務窓口課長。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

先程、井上議員から御質問のございました不納欠損の関係でございますけれども、

先程、人数というお話だったのですが、我々、滞納整理をしていく場合に、各納期

に対しての滞納整理ということで扱ってございまして、人数ではなくて件数という

ことで把握してございますので、件数で御勘弁いただければと思います。一応、昨

年度の不納欠損の件数といたしましては、合計で１４７件となってございます。  

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

３番、湯川議員。 

○３番（湯川洋治） 

３番議員、湯川でございます。 

決算書１８ページ、説明資料６ページ、分担金及び負担金、細節の生ごみ処理器

設置費負担金について、お伺いします。平成２８年度１６件で８万円の収入という

ことでございますけれども、その前年は３６件、１４万８，０００円程ございまし

た。この減額の細かな要因というのを教えてください。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、湯川議員の御質問にお答えをさせていただきます。 

平成２７年度におきましては、生ごみの削減キャンペーンということで、各自治

会、パレットを除く１２の自治会に職員が出向きまして、そこで水切りをする樹脂

製の水切りの容器とキエーロの利用について促進をさせていただきました。その関

係で、その年度は３６台と、かなり多くの申し込みがあったという状況でございま

すが、昨年度は観光エコ・キャラバンという形で、あじさいまつりと下島の夏祭り、

シルバー祭り、町の文化祭、そういう事業でキエーロの普及の促進をさせていただ
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きました。あじさいまつりにつきましては、そこでＰＲ等をさせていただいたので

すけれども、興味を示したという方がほとんど町外の方ということで、そこでは普

及が進まなかったという状況がございますけれども、昨年は１６台ということにな

っております。 

これにつきましては、平成２７年度は、それぞれの自治会に行って、かなり積極

的にＰＲをしたという効果があったのですけれども、昨年は４回程度の各事業での

ＰＲという形になりますので、少なくなってしまったと考えております。今年度に

つきましても、その辺はもう少しＰＲをしっかり積極的に行っている状況でござい

ます。 

○議長（茅沼隆文） 

湯川議員。 

○３番（湯川洋治） 

昨年、３種類程あったのです。いわゆる「ベランダｄｅキエーロ」と「おしゃれ

ｄｅキエーロ」と「バクテリアｄｅキエーロ」と。平成２８年度については５，０

００円の「おしゃれｄｅキエーロ」だけ。この辺、３種類を１種類にしたという考

え方は何ですか。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、湯川議員の御質問にお答えいたします。 

一昨年の平成２７年度の利用状況を調べまして、「おしゃれｄｅキエーロ」を購

入されている方がほとんどという形で、「おしゃれｄｅキエーロ」のみの利用促進

にしたという状況でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

湯川議員。 

○３番（湯川洋治） 

ありがとうございます。これは大変重要なことだと思いますので、本当に普及促

進に頑張ってください。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

ただいま普及がなかなか難しいということの御答弁のようにお聞きしましたが、

ＰＲの仕方の具体的な内容はどのようにされているのか、お聞きします。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

先程、御質問いたしましたように、平成２８年度までは各事業に出向いたりして
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ＰＲをさせていただきましたけれども、今年度につきましては広報紙等のＰＲで今

のところ周知をしているような状況です。 

 これからですけれども、キエーロを製作していただいた製作者の方に来ていただ

いて、使い方の講習等を今後、計画させていただいて、その中で普及に努めていく

と考えております。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

つくった方の説明も大事だと思いますが、今まで開成町でも何台か出ているわけ

でございますので、使用されている方のメリット・デメリットなどをアンケートで

お聞きしたり、その場に協力していただいて、実際、使っていて、こうですよ、あ

あですよというような、町民に説明をされると、具体的で、ああ、そんなふうにし

て使ったら生ごみの減量化につながるのかとか、堆肥につながるのかというような

具体的なことが分かって、普及というか、町民のためには分かりやすい活動になる

のかなと考えてございますので、そういう方法も一案かなと思いますが、その点は

いかがでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、下山議員の御質問にお答えをさせていただきます。 

下山議員のおっしゃるとおり、使っている方に対して聞いて、効果がどのぐらい

あるかとか、どういったところで失敗してしまったとか、そういったことは大変参

考になると思いますので、現在、使っている方にアンケートをとりまして、これか

らの普及に努めていきたいと思っております。 

○議長（茅沼隆文） 

９番、井上議員。 

○９番（井上三史） 

９番、井上三史です。 

決算書３８、３９ページ、目の６教育振興基金繰入金３０万円についてお伺いい

たします。説明資料２３ページ中程を見ますと、開成小学校、開成南小学校、文命

中学校の図書購入費に充てるため、教育振興基金を３０万円取り崩したとなってお

ります。単純に考えると３校あるので１０万円ずつという見方でよろしいのでしょ

うか。 

○議長（茅沼隆文） 

教育総務課長。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

議員の御質問にお答えしたいと思います。 

議員がおっしゃいましたとおり、各学校１０万円ずつを割り当てまして図書の購



－２７－ 

入に充てているものでございます。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

ここで、大変恐縮なのですけれども、初歩的なことをお伺いさせていただきます。

小・中学校の歳出で図書の購入項目は、どこを見れば良いのでしょうか。当初予算

で考えているはずなので、項目として挙げていたほうが良いのではないかと思うの

ですけれども、教育委員会事務局の説明を求めます。 

○議長（茅沼隆文） 

教育総務課長。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

お答えしたいと思います。 

学校につきましては教科外運営事業がございまして、その中で図書室の賃金です

とか、あと図書の購入等を行っているものでございます。教科外運営事業の中の消

耗品の中で、図書は購入しているものでございます。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

何となく組み方が見えました。ちょっと私のほうで、項目がなかっただけに、こ

の１０万円ずつというのはどこで買っているのかなと思っていたもので、初歩的な

質問をさせていただきました。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

５番、石田議員。 

○５番（石田史行） 

５番議員、石田史行でございます。 

決算書は４２ページ、４３ページ、説明資料は２６ページ、２７ページでござい

ます。衛生費雑入の中のペットボトル等資源物売却代として５４６万１，０４４円

ということで収入済額が計上されてございます。これは、資源ごみとして回収した

ものの売却した代金ということでございますけれども、増の要因として、ここにあ

りますように、紙類の売却単価の増によって前年度比約２３２万円増ということで

ございます。これは大変大きいわけでございますけれども、売却単価が増になった

ということ、ちょっと細かい質問で恐縮ですけれども、これは処理業者との契約の

中で交渉して上げられたのか、それとも法律とかが変わって増になったのか、そこ

を確認させていただきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 
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それでは、石田議員の御質問にお答えをさせていただきます。 

紙類の売却に関しましては、町はこちらについての単価は特に決めているわけで

はございませんで、収集した業者が元請の問屋に紙を売却するのですけれども、収

集した業者が問屋に売却した単価が毎年変動するのですけれども、これにつきまし

ては全国的な紙の取引の価格というのがありますので、その中で、昨年は金額が２

円程高くなっている状況でございます。 

申しわけありません。決算説明資料の１０９ページの下のところに資源ごみの内

容が詳細に記載してありますけれども、この中では、紙類を収集運搬委託をしまし

て、その後に、紙類は二つの業者に売却をされていると。上ですと株式会社二見と

いうところと、株式会社タンザワというところに収集業者が売却をして、そのお金

が町に入ってくるという仕組みになっております。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

石田議員。 

○５番（石田史行） 

御答弁いただきまして、ありがとうございました。ちょっと私、よく仕組みを把

握仕切れていなくて、申しわけなかったと思います。 

御説明ですと、紙の相場によって変動するということを私、初めて今回、知りま

したので、勉強させていただきました。そうしますと、では、これはあくまでも平

成２８年度限りであって、また年度によって額というのは変動すると。かなり大き

いと思うのですけれども、かなり大きく変動するという、そういう認識でよろしい

ですかね。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

そのとおりでございます。その年の紙の相場によって変動いたします。今年度も

さらに２円程高い金額で売買されていますので、収入も多くなっているという状況

でございます。逆に、これで単価が下がってしまいますと、町の収入が減ってきて

しまうという状況になると思っております。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質問はございますか。 

前田議員、どうぞ。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田せつよでございます。 

本書３３ページ、農林水産業費県補助金の部分でございます。備考欄４、人・農

地問題解決加速化支援事業交付金のところでございます。説明書は１８、１９ペー

ジになるわけでございますが、人・農地問題解決加速化支援事業交付金のところで、
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人・農地プランを平成２６年度に策定され、平成２８年度ということで３年目を迎

えた形で１２万９，２７７円ということで歳入があるわけでございますが、この辺、

もう少し詳しく御説明を願いたいと存じます。 

○議長（茅沼隆文） 

北部地域活性化担当課長。 

○北部地域活性化担当課長（井上 新） 

前田議員の御質問にお答えをさせていただきます。 

議員がおっしゃるとおり、人・農地プランは３年目を迎えまして、そちらを順次

やっているわけですけれども、まず、人・農地プランの目的の関係なのですけれど

も、これは高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増加などの人・農地の問題、こうい

ったことを、５年後、１０年後の展望を考えながら、そういったところを補うため

に、その地域の計画として、貸し手と受け手、そういったところをうまく結びつけ

ながら問題解決に向かってやっていこうという形で取り組んでございます。 

そういった中では、今は岡野、金井島地区を重点的にやらせていただくのですけ

れども、人・農地プランの部分につきましては農業振興地域のみエリアが設定をさ

れておりますので、そういったところから考えますと、あと上島、上延沢、そうい

ったエリアが残っている部分でございまして、順次、そういったところをカバーし

ながら推移をしているといったところでございます。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

１２万９，２７７円という形の歳入でございましたが、前年度は３５万５，９４

４円ということで、これが２２万６，６６７円の減という数字が出てくるわけでご

ざいますが、その辺はどのように。事業計画とこの数字の状況をどのように分析を

なさるか、御答弁願います。 

○議長（茅沼隆文） 

北部地域活性化担当課長。 

○北部地域活性化担当課長（井上 新） 

こちらの補助金でございますけれども、基本的には、国からいろいろ単価が決ま

ってございまして、その単価の圧縮もございましたり、同じ内容をやっていても、

ちょっと補助が下がってしまったりといったところは否めないところでございます。 

１２万９，２７７円でございますけれども、これは説明会の経費と、あと、その

後の検討会という組織がございますので、そちらの人件費関係、報償費に充ててい

るといった内容でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

先程の御説明ですと、まだ上島、上延沢ということで順次、特に、北部地域に関
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しましては、本当に手を入れていくということで、まさしく題名どおり、加速化と

いうところでは、活発な事業展開をされて、しっかりと県から補助金を引っ張って

くるような形で運営をしていただきたいと思います。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

７番、下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番、下山千津子でございます。 

決算書２９ページ、説明資料が１４、１５ページでございますが、１の地方創生

推進交付金で３６万５，０４０円の中に、瀬戸屋敷周辺農地買収単価算出業務委託

が２４万４，０８０円に充当されているようでございますが、農地を町が買収する

目的で業務委託をされていますが、地権者の方との交渉状況と今後の買収計画はど

のようになっているか、お聞きいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

北部地域活性化担当課長。 

○北部地域活性化担当課長（井上 新） 

下山議員の御質問にお答えをさせていただきます。 

こちらは、瀬戸屋敷周辺農地買収単価算出業務委託ということで、これは北部地

域の活性化の計画の中にございます拠点施設の拡充、具体的に申しますと、瀬戸屋

敷の駐車場の拡大部分、そういったところの経費が一体どのぐらいかかってくるも

のかといったところを算出するために、土地家屋調査士に依頼をし、単価を算出し

たといったところでございます。 

単価等は今後、地権者等の折衝になってまいりますので控えさせていただきます

けれども、地権者との良好な交渉をしていくためにも、その辺は定期的にお会いを

して、現状の状況をお伝えしているといったところでございます。そして、一部、

こういった経緯の部分で地域再生計画、住民説明会、平成２８年の２月、平成２７

年度に実施をした後、住民説明会も行っておりませんので、地権者とあわせて、そ

ういった近隣住民の方たちへの説明会等、そういったところも今後やっていきたい

と考えております。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番、下山千津子でございます。 

今、御答弁があったように、今年、平成２８年度の２月に岡野、金井島地域に町

長自らお入りになりまして、グランドデザインなどの御説明をした経緯がございま

して、住民にとっては大変信憑性が高いと判断されているようでございますので、
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ぜひ、地方創生推進事業の今年度は、駐車場の取得に対して努力をしているという

ことなのでございますが、地元関係者などとの話し合いの場面は十分とお考えでご

ざいましょうか、お聞きいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

北部地域活性化担当課長。 

○北部地域活性化担当課長（井上 新） 

下山議員の御質問にお答えをさせていただきます。 

議員がおっしゃるとおり、平成２８年の２月に一度、地元に入った後は住民説明

会等を行ってございませんので、近隣の方たちも、その後、どうなったのかなとい

う御心配の声も実際に聞いておりますので、私どもといたしましては、次は具体的

に、こういう工程でどういったものがどういうふうになるといったようなものを、

確実性を持った形で対応してまいりたいといったところがございます。今年は周辺

整備の基本設計等も入ってございますので、そういった計画が練り上がった段階で、

タイミングを見て御説明をしたいというところは考えているところでございます。  

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

ただいまタイミングを見て説明に入るということでございますが、具体的に日程

など、お分かりでございましたら御説明ください。 

○議長（茅沼隆文） 

北部地域活性化担当課長。 

○北部地域活性化担当課長（井上 新） 

今年度、先程、基本設計に入っているといったところ、そちらを急がせておりま

すので、来年早々には、そういったところを周辺の方々に御説明できるようにやっ

てまいりたいと思っております。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございませんか。 

１０番、星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

１０番議員、星野洋一です。 

本書３３ページ、説明書では１８、１９ページになります。一番上の衛生費県補

助金の中の備考欄に予防接種健康被害救済措置費補助金８８９万６，３２０円とあ

りますが、説明では、たしか１名とおっしゃったような気がするのですが、もう少

し詳しく教えていただけますでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

保険健康課長。 

○保険健康課長（亀井知之） 

それでは、お答えいたします。 
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これにつきましては、平成２０年にポリオワクチンの予防接種を受けた方が、け

いれん発作が出現しまして入退院を繰り返していたという事例でございます。その

後、町の調査委員会等を経まして、当初はこれを被害とは認めないことになりまし

たけれども、保護者の方から異議申し立てがありまして、昨年、平成２８年の８月

に厚生労働省から２回目の審査結果として、これについては被害として認定すると

いう結果が出ておりまして、保護者の方へ認定を行いまして、その結果、平成２２

年までさかのぼって一括して救済措置補助金を保護者の方に支出をしたと。それに

対する補助金として県から４分の３、ここで収入されているというものでございま

す。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

平成２２年のポリオワクチンということで、長い間、結構やられているというこ

とで、重篤なケースではなかったかと思いますので、これからも長く、この方も苦

労するのではないかと思いますので、これから注意して見ていただければと思いま

す。 

○議長（茅沼隆文） 

２番、山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

決算書２０ページ、説明資料８ページ、９ページで、手数料関係、要は使用料及

び手数料ということで、項目を一つひとつではなくて全体的な部分でお聞きしたい

のですが、駅東口に諸証明ということで、いろいろなものが今、手数料として徴収

されていると思います。今回、決算書での表記方法というのは、町民センターも含

めた中での諸証明手数料というものをあらわしているわけではないですか。予算で

は、そこの８５０万円、維持費がかかるということで了承したわけなのですが、設

営というのですか、もう１カ所、設けたということでの、我々、費用対効果も含め

た中で検証するのに、やはり一括でやれると分かりにくいというところがあるので

す。 

できれば区分で分ける方法も一つの手として、今後、示していただくというやり

方もあると思うのですが、別紙で、駅前の連絡所は手数料については何件あり、い

くら徴収されているということで、本来、そこにあって良かったのか、だめだった

のかというような評価というものをしたいと思いますので、そこら辺をもう少し丁

寧に表記をされるべきだと思ったのですが。ここで答えられれば、答えてもらえれ

ば一生懸命書き込みますけれども、そこら辺の答弁をよろしくお願いします。 

○議長（茅沼隆文） 

参事兼税務窓口課長。 
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○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

配慮が足りずに大変申しわけございませんでした。一応、駅前の窓口コーナーで

１年間で取り扱いまして証明書等の取り扱いの件数、こちらについては控えがござ

いますので、改めて申しあげたいと思います。まず、住民票につきましては１，０

０９件、印鑑証明書については８９０件、戸籍の証明が１３４件。 

○議長（茅沼隆文） 

それは、配付できるような資料になっていますか。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

ちょっと配付できるような形には。それでは後程、こちらの件数につきましては

お配りしたいと思います。 

それでは、合計件数だけで。駅前の窓口コーナーで取り扱いました証明等の件数

につきましては、昨年の１１月から項目が増えてございますので、そういう部分も

ある中での１年間での取扱件数といたしましては２，３３１件、こちらの案件を処

理してございます。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

今、課長が申しあげたのは、２，３３１件が全体の件数ということで報告をもら

いました。細かいところでの件数及び費用的な部分は後追いで構わないのですけれ

ども、結果的に２，３３１件を多く見ているのか、もう少し充実させなくてはいけ

ないのか。先程、言ったように、予算では８５０万円という予算が組み込まれてい

る中で、当初開設したときには住民からも「便利だ」という声が耳に入ってきたの

です。最近についてはちょっと聞こえてこなくなってきたので、利用頻度が減って

いるのか、そこら辺、分析した中で、もうちょっと周知方法を徹底するとか、そう

いう意見なんかも出てくると思いますので、ここら辺の２，３３１件というものが

当初予定していた計画に達している評価なのかどうか、そこら辺を答弁いただきた

いと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

参事兼税務窓口課長。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

先程、申しあげました年間の２，３３１件、こちらについては、我々のほうでは

まだまだ利用率を上げていきたいと考えてございます。この２，３３１件というの

が、証明書の発行件数全体の中で１１．６％ということになってまいります。でき

れば２割、３割、３割前後はコンスタントにお取り扱いできればなと思いますけれ

ども、やはり転入転出絡みで役場にお越しになる方、あるいは役場でほかの用事が

ある方もいらっしゃいまして、全てを駅前でお取り扱いするということもなかなか

難しい現状がございます。ですので、やはり３割程度のお取り扱いできれば良いの
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かなと、当面の目標としては、そのくらいが良いのかなとは考えてございます。  

なお、証明書の手数料を合計いたしますと、たしか５００万円前後の手数料の収

入にはなっていたかと思いますので、その辺を今後、人件費等に充てられれば、費

用対効果の一つの基準としては良いのかなと考えてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

今、課長答弁では３割が目標ということが発言されました。今後の決算について

は、そこら辺の数字を覚えてチェックしていきたいと思いますので、ぜひ利用率を

上げていっていただきたいと思います。この件については、これで終わりにします。  

その上の公有地使用料滞納繰越分ということで４万２，１３０円、報告がされて

おります。これについては監査委員からの指摘も入っている中で、もう少し細かい

経緯的なもの、どうしてこういうことが起きたのか、チェック機能が果たせていな

かったのかも含めた中で、経緯的なものの説明をもらいたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

こちらの御質問について、お答えいたします。 

こちらは１件ということなので、具体的なお話をさせていただきますと、開成水

辺スポーツ公園の、今、駐車場としている舗装していない土地に小田急線の橋脚の

工事の関係で、現場事務所と資材置き場ということで使用を許可しているというと

ころでございます。こちらは平成２８年の２月４日からということで使用を認めて

いたというところでございますが、工事会社が大手だというところもありまして、

納付書をお渡しして本部のほうに、経理課、本社のほう、そちらとのやりとりの中

で、最終的に営業日の関係もございまして６月６日になってしまったということで、

出納整理期間が過ぎてしまったところでございます。 

こちらで、もっと早く催促ですとか、そういうところを再三していたことはして

いたのですけれども、行き違いがありまして、そういうようなところになったとい

うところでございます。こちらは監査にも書いてありますので、こういったところ

はしっかりやらなければいけないと反省をしておりますので、経過としては以上で

ございます。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

７番、下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番、下山千津子でございます。 

決算書３３ページ、説明資料は１９ページになります。１節の７番で多面的機能
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支払事業費補助金として６４万２，３５０円が計上されてございますが、これは良

好な営農環境を維持するための地域活動に対する補助金ということで、補助率は国

が２分の１で県が４分の１ということになってございますが、ここで行われました

多面的機能についての詳細をお聞きいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

では、下山議員の質問にお答えさせていただきます。 

これは、平成２８年度に初めて導入した事業でございます。３種類の作業が項目

としてはあるのですけれども、一つとしては一般的な草刈り、二つとしては共同作

業、ポンプの補修とか、そういうことですね、あとは三つ目として施設の長寿命化

ということで３種類ございますけれども、開成町としては、南足柄市と地域を一体

的にやるつもりではいたのですけれども、開成町の岡野、金井島地区限定で平成２

８年度は導入いたしました。その中の今、三つ申しあげた草刈りを対象とした事業

で、平成２８年度については約６０件の農家に参加していただきまして、事務局は

右岸土地改良区でお願いをして実施した事業でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに。下山議員。 

○７番（下山千津子） 

岡野、金井島の草刈りを重点的に行ったということでございますが、成果はどの

ように出たのかということの把握はされてございますでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

成果といいますか、この事業は一般的に農業をやる上で田んぼのあぜ道の草刈り

をするというのは当然のことなのですけれども、それを今まで農家が全部、自腹と

いいますか、自前で草刈りの刃も全部、燃料費も導入した中でやっている中の、大

抵、農家の方、年に最低６回ぐらいはやると。そのうちの１回は補助金で面倒を見

ていただいたというところでは、成果だと思っております。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

お聞きしました成果は理解いたしました。近隣の市とかでは、申込団体が増えて

いると聞いてございます。実施した対象団体、岡野、金井島ですが、そのほかにも

何か申し込みがあったとか、そういう経緯はございますでしょうか。それとも１件

だけでございましょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 
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○産業振興課長（遠藤孝一） 

では、お答えさせていただきます。 

町と右岸土地改良区が事務局になって、実際、ある意味、岡野、金井島の農家の

方を集めて、言い方を変えるとお願いをしてやっていただいたところがございます

ので、また、エリアも農業振興地域に限られた事業でございます。５年間はまず、

この事業を継続していただくと。翌年度、今年度の話になりますけれども、エリア

を今度は上島、上延沢に広げて、現在進行形ということで実施してございます。  

○議長（茅沼隆文） 

下山議員、４回目になりますので。 

○７番（下山千津子） 

今後も、営農環境の支援を広くＰＲされて御支援をしていただきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

３番、湯川議員。 

○３番（湯川洋治） 

３番、湯川でございます。 

決算書２０ページ、説明資料８ページ、使用料及び手数料ですね、それから細節

の預かり保育料現年分、昨年度は３２件１６名だったのが７０件３５名と倍増して

いますけれども、その要因とか分析とか、どういう理由で倍増したのかというのを

教えてください。 

○議長（茅沼隆文） 

 子ども・子育て支援室長。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

お答えいたします。 

預かり保育料につきましては、開成幼稚園で行っている通常保育の延長の部分で

部分でございます。１日定員１０名という範囲の中で運用してございます。結果的

に増えたという状況でございますが、主な要因としては、やはり働きながら幼稚園

に預けているといったお母さんも年々、増えつつあります。そういった関係で、仕

事の関係で預けざるを得ないという状況が発生したというケースが増えてきている

というのが実情でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

湯川議員。 

○３番（湯川洋治） 

質問をして、お答えいただいたのですが、そのとおりだと思うのです。働いてい

る人が多いから、延長保育でなかなかお母さんが、そういう方が増えたということ

で、この事業も大変、若い人たちにとっては大事な事業です。ひとつよろしくお願

いいたします。 

以上です。 
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○議長（茅沼隆文） 

ほかに歳入の件で質問のある方はいらっしゃいますか。 

（「なし」という者多数） 

○議長（茅沼隆文） 

それでは、質問がないようですので、歳入はここで打ち切りといたします。  

続いて歳出に移りますけれども、その前に、ここで暫時休憩といたします。再開を１

１時１５分といたします。 

午前１０時５８分 

○議長（茅沼隆文） 

 再開いたします。 

午前１１時１５分 

○議長（茅沼隆文） 

続いて、歳出の質疑を行います。決算書の４８ページ議会費から、１１１ページ、

商工費の観光費までの質疑を行います。 

質疑をどうぞ。 

９番、井上議員。 

○９番（井上三史） 

９番、井上三史。 

決算書１０３ページ、一番上のあしがら上地区資源循環型処理施設整備調整会議

負担金として１４７万３２５円について、お伺いいたします。会議の負担金として

は少し高額に思えるのですけれども、どのような内容で何回ぐらい行っているので

しょうか、初歩的な質問で申しわけありませんけれども、お願いいたします。  

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、御質問にお答えをさせていただきます。 

まず、あしがら上地区資源循環型処理施設の整備調整会議につきまして、御説明

をさせていただきます。この会議につきましては、平成２５年度から再開をされま

して、昨年度、２市協議の関係で９月末、昨年は半年間の活動ということになって

おりますけれども、その中で負担金といたしまして、それに係る事務費用が２万９，

２４０円の支出になっております。あと、それと別に各町から協議会に出ている人

件費の負担金というのがございまして、そちらが開成町の負担金額といたしまして

は１４４万１，０８５円の支出をしております。 

合計でその金額になるという状況ですけれども、会議の内容といたしましては、

昨年は課長会議が４回開催をされていまして、あと副町長の関係の会議が１回開催

をされております。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 
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町民サービス部長。 

○町民サービス部長（石井 護） 

補足をさせていただきたいのですけれども、議員、御質問は通常の会議の負担金

にしてはすごく高額ではないのという御質問だと思うのですけれども、これは御案

内のとおり、南足柄市を含む１市５町でごみ処理の広域化を以前やっていたのです

が、休止をして、また平成２５年から再開をしたと。これは、南足柄市に準備室を

置いて、順番で各市・町の職員を２名程派遣して、それの人件費をそれぞれが負担

をしていますので、それでこういった額になるということでございます。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

人件費が多くを割いているということが確認できました。 

これも初歩的な質問で申しわけないのですけれども、平成２５年に再開している

ということで、議会にこれについての報告があったのかどうか、確認の質問をさせ

てください。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、御質問にお答えをさせていただきます。 

平成２５年度に再開したときには、議会には全員協議会で御説明をさせていただ

いていると存じております。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

私が入る前のことですので、ちょっと失礼な質問になってしまったのかと思いま

すけれども、申しわけありませんでした。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

４番、前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田でございます。 

説明書が３６、３７ページになります。本書が７０ページ、総務費、総務管理費

協働推進費の中の行政連絡員関係費というところで自治活の関係でございますが、

説明の中に行政連絡員会議を開催し、これは自治会長であるわけですけれども、住

民に関係の深い施策等の周知と意見交換を実施したということでございます。大変

大事な施策展開の一つで、自治会要望を９月末にまとめてというところで行ってい

る施策でございますが、たしか平成２７年度の要望は１９７件あったと承知してお
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るところですが、平成２８年度の要望がどのくらい挙がって、それをどのくらい事

業化したのか、御説明を願います。 

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

議員の御質問にお答えします。 

平成２８年度の決算ということなので、平成２８年度の要望の件数でございます

が、こちらにつきましては全体で１８６件ということとなっております。この中で

事業化という部分につきましては、それぞれのときに要望に対して回答書というこ

とで自治会に返しているところではございますが、何件というところというのは、

ちょっと数字は申しわけないのですが押さえておりません。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

事業化の状況をどのような形で把握しているのか。たしか、自治活で割り振りを

されて、ほとんどハード面について吸い上げをして割り振っているような状況下に

あろうかと思いますが、事業化の状況がおおむね、このぐらいの事業化がなされて、

できなかったものに対してはこういう方向性があるよという形のお示しをいただけ

ますでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

お答えいたします。 

平成２８年度の自治会の要望の内訳としましては、ミラー２２、防犯灯２１、ご

み置き場９、それから、まちづくりの関係で道路改良が４８、水路改良で３４と、

こちらの数だけがハードの数で１３５件と。その他で５２件ということで、その５

２件は公園管理ですとか地域集会施設、それからいろいろな道路標識の設置ですと

か、また、ほかにも若干ソフト事業についても要望がございました。 

この中で何件、事業化というのは予算化ということでありましたところ、そこの

ところでの集計というのはしてございません。平成２７年度、前の年に一度、数字

を確認した経緯がございます。順番にやっていたり計画で進めているという部分が

ございますので、全体で予算化ですとか一部対応ですとか、そういったものを見ま

すと、予算化でいくと半分ぐらいかなと思っております。すみません、件数は申し

わけございませんが把握できておりません。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 
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平成２７年度ベースですと、しっかり、その辺の把握はなされていたという認識

がございますので、平成２８年度のベースとして数値化できるものは数値化するよ

うな方向で、後程、資料提供をいただけたらなと思うところでございますが、いか

がでしょう。 

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

こちら、要望に対する回答ということでは、自治会には回答してそれぞれ対応し

ているところでございますが、全体の集計として自治会要望のどういう対応ができ

ているかというところを把握する上では、こちらで集計をいたしまして、何らかの

形でまたお示ししたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございませんか。 

２番、山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

決算書６６ページ、説明資料３４、３５ページ、町民センター管理費、町民セン

ター管理事業費の中の屋外非常階段補修工事費についてお聞きしたいと思います。

工事完了後、見させてもらって、きれいになったなというところを実感していると

ころなのですが、この入札方法について、当然、入札するにあたっては入札金額と

いうものを決めていくと思うのですが、教育委員会部局とまちづくりとでは持ち分

というのは違う部分があろうかと思いますが、そこら辺の連携がされているのか、

独自に算出した中で入札金額の根拠を組み立てていったのか。そこら辺、まず、見

積もりというのかな、工事金額の積み上げをどのような形でやられたのか、お聞き

したいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

教育総務課長。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

お答えしたいと思います。 

こちらの工事につきましては、緊急的にやはり危険が及ぶというところで行った

ものでございます。そのために、業者の見積もりを取得しまして、それを参考に設

計は行っているような状況でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

ただいま、業者からの見積もりということを参考に提案をしていると答弁をいた

だきました。今回、自分が違和感を持ったのは、この入札については指名競争入札
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ということで、３社、出されているわけですよね。３社、出ている中で入札がされ

ているという。落札するにあたっては予定価格があるという中で、落札金額も同等

の金額であるという。本来であれば、指名というのは当初の予定価格と同等になる

というのは、どちらかというとあり得ないのです。 

それが、落札で同等価格になっている中で落とされているというところに先程、

言っていた積算の部分では、ある業者に頼んで積算根拠、要は予算根拠を提示した

中で予算を上げたという流れの説明があったと思うのですが、事業概要なんかを見

ても、なかなか、土木の積算の関係でいくと、算出できない内容なのです。やはり

自分の憶測の中では、ある業者に見積もり依頼をして積算したのだなという予測は

したのですが、ここでいう３社で指名競争入札とした中で、見積もりをとった業者

がいかにも落札したような流れの経過というのが見えるのです。 

そこら辺、お手盛りがあってもいけないし、ちゃんとした指名競争入札が起きる

ような環境というのは、つくっていかなくてはいけないと思うのです。その中で、

今まで入札結果報告書なんかをもらった中で見ていると違和感を持っているところ

があるもので、そこら辺の行先を先程聞いたという。 

決して算出根拠を業者に出させてはいけないということを言っているのではなく

て、指名でやる以上は同じ土台に乗って用意ドンというのが本筋だと思いますので、

そこら辺、違和感があるような入札結果が出ているのですけれども、それに対して

答弁はありますか。 

○議長（茅沼隆文） 

教育委員会事務局参事。 

○教育委員会事務局参事（加藤順一） 

お答えします。 

先程、担当課長からの説明の中に業者からの見積もりを得たというところまで御

説明させていただいたところでございますが、その見積書につきましては、今回、

土木ではなくて、また建築物の塗装ということの中で、それからまた破損箇所、穴

があいているところの様子とか、そういった部分を含んだものでございます。そう

いった細かい補修ですので、そういった部分につきまして業者の見積もりをとった

部分がございますけれども、そういった部分は総合的に、今回の場合は土木部分で

はなくて財務課の担当課に、この見積もりはどうであろうかと、また、こういった

場合、設計の形としてはどうであろうかといったところで出してもらったもの、そ

れを予定価格設計書という形で用意させていただきました。 

結果なのですけれども、それがある意味、先程お話の中にありました、見積もり

の部分を参考の価格としてございますので、結果、落札業者につきましても、そう

いった部分のところ。塗料の関係、それから工事費の関係、そういった部分と、そ

れから、さらには短い期間でという部分もまた一つありましたものですから、そう

いった中での調整を設計の中に反映させていただいたと。それが結果として出した

ときには、きちんとした入札結果としてあらわれたと考えているところでございま
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す。 

○議長（茅沼隆文） 

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

それでは、入札にかかわる部分でございましたので、私からも少しだけお話をさ

せていただきたいと思います。 

ただいま、山田議員は何か良からぬことがあったかのような御発言をされました

けれども、決して、そういうことはございません。見積もりを活用するというのは

見積もり活用方式という名前がついておりまして、国も含めて、特にいわゆる土木

のように積み上げ方式ではなかなか数字が出ないものについては、これを活用する

というのは認められた方法でございまして。 

今回の仕事の内容からすると、ほとんどの部分が足場を組む部分と、それから塗

料の原材料費、それから板金の費用ということで、先程、議員御指摘のように通常

の土木と違って、そこの利ざやの幅が非常に狭いということからすると、結果とし

ても、それほど大きな入札価格に差異が生じなかったということで。基本的には、

やはり見積もりを入れたところというのは現場も熟知していますから、当然、自分

の会社としてはその金額でできるということで、ある面、近い数字が出たというこ

とであって、決してその業者に何か予定価格を漏らすであるとか、何か有利な取り

計らいをしたということではありませんので、そこは、また一つ、ここでつけ加え

をさせていただきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

誤解を招くような状況の部分があったということで、あったという表現をしてい

るわけではなくて、やはり透明性を確保するという部分では、親切というか丁寧に

今後、入札執行していっていただきたいという。通常の価格で出ているものについ

ては、当然、価格が表に公表されるので透明性は図られると思うのですけれども、

そこら辺の部分で違和感が出ないような感じの部分をもうちょっと研究するべきな

のかなというところも感じていますので、ぜひ、今後の課題ということで。決して、

現場を見たときに、手抜きをしているとか、そういうことは全然ないので、良くで

きたなというのでは評価しているので、できたものにそういう違和感が出てはいけ

ないので、そういう意味で聞きました。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに。副町長。 

○副町長（小澤 均） 

ちょっと御質問が先程の前田議員のほうに戻ってしまうのですけれども、さっき
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前田議員の御質問の中で自治会要望、平成２８年度分ということで、それが平成２

８年度の予算の中でどのくらい予算化されたかという御質問でよろしいのですか。  

私のほうで押さえているのは、全部で要望が１８６ございました。その中で、平

成２８年度予算の中で措置されたものについては３８事業といったことがあります。

４月の頭で年度が始まるときに、課長会議でも私から、要は予算化した事業につい

て整備をできるだけ早くするようにということと、あと整備の際には各要望をいた

だいた自治会長に一報を入れるようにということで、調整をして工事着工に臨むよ

うにという指示をしてございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

では、前田議員、どうぞ。 

○４番（前田せつよ） 

今、副町長から答弁いただいて、件数の推移等々、状況が分かりました。ただ、

自治会要望を見ますと、ハード面がおおむねそういう形で入ってくるかと存じます

が、ソフト面の対応等はどのような形で、自治活からソフト面にかかわる件につき

ましては各課に連携をとっておられるのか、１点、お伺いします。 

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

御質問にお答えします。 

ソフト事業としましては、平成２８年度の中で見ますと、例えば、急行を停車し

てもらいたいとか郵便局を設置してもらいたいといった要望活動、要望の内容、こ

ういったことがございます。また、ほかに、ごみ当番の廃止などをという、そうい

う声もございました。こちらは自治会からの要望ということなので、その自治会で

困られている、こうしたほうが良いのではないかという要望として捉えております

ので、その自治会に、また同じように、それは担当課を決めまして、そちらで関係

者、関係機関と、その状況ですとか、そういったことも調整をした上で、現状の対

応策を回答書として回答して自治会に返しているというやり方をとってございます。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

８番、和田議員。 

○８番（和田繁雄） 

８番、和田でございます。 

決算書でいくと１０９ページ、説明書５０ページになります。企業誘致促進事業

費、ここに５万１，４９３円を見ますと、県への負担金、これが４万１，０００円、

旅費が１万４９３円、旅費だけ見ても多分１回か２回、これだけの旅費かなと思い

ます。この数字だけ見ると、先程からいろいろ議論になっております企業誘致の重
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要性、これを大分いろいろ議論されていて、ああ、大事だということは共有できて

いると思っているのですが、この予算だけ見ると、その意気込みを感じないのです。

ここの決算の数字、この数字にあらわれない活動をどのようにしているのか、何を

しているのか、その辺があれば教えていただきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

では、和田議員の質問にお答えいたします。 

以前から企業誘致ということでパンフレット、チラシ等をつくって、町としては

誘致活動を行っているところですけれども、ここの金額が少なくてやる気を感じな

いという御指摘だと思います。結果的には、工業専用地域エリアの現在２区画に分

けた１区画を今年度創業するということで、その辺は御承知のことだと思いますけ

れども、あとの１区画について、まだ誘致が完了していないというところでござい

ます。 

これについては、町の町長をはじめトップセールスでというところですけれども、

地権者もあることで、そちらで複数社から打診があるということを報告は受けてご

ざいます。そんな中で、まず１社の報告を受けた中で、次の交渉に移れないところ

でジレンマがございますけれども、そのような活動をしてございます。また、金融

機関との情報交換ということは定期的に開催してございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

和田議員。 

○８番（和田繁雄） 

ありがとうございます。決して受け身ではなくて、自分たちで動いていますと。

その中でトップセールスも含めて積極的に昨年度やりました、今年度以降も続ける

と、こういう理解をさせていただいてよろしいですね。 

あと、だから、そこの問い合わせですか、申し込みというのですか、打ち合わせ

を今、されていますけれども、これは当初から言われている、開成町はこういう企

業に来てほしいとありましたけれども、それと合致しているのかどうか、その辺を

差し支えない範囲で教えていただければと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

和田議員、御指摘のとおり、開成町に誘致したい企業というところで進めており

ます。地権者から相談があって我々も、例えば、川崎の市役所に出向いて行って良

い情報がないかというところでお願いをした後に、そういう企業があるよという情

報をいただいて、地権者にも相談をしてというところだったのですけれども、それ

が、ちょっと、いわゆるにおいの出る企業というところがございましたので、そこ
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は、もう断念したという経過がございます。ですから、現在はいわゆる工業系の企

業で進めているというところでございます。 

○議長（茅沼隆文） 

和田議員。 

○８番（和田繁雄） 

多分、これ息の長いプロジェクト、仕事になると思いますので、ぜひ、今後とも

積極的に進めていただければと思います。よろしくお願いしたいと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

９番、井上議員。 

○９番（井上三史） 

９番、井上三史。 

決算書１０７ページ、備考欄３、最後の項目、多面的機能支払交付金７８万９，

８００円についてお伺いいたします。これは、良好な農地環境を維持するために地

域活動に対する補助金の受け皿として、あしがらの農地環境を守る会、農業者が個

人で、そして団体としては酒匂川右岸土地改良区が加わっている受け皿ですけれど

も、先程、歳入のときの同僚議員の質問の中で、平成２８年度から初めて導入され

て、多面的機能の中の３分野の中の一つ、一般的な草刈りを中心に今回、行ったと

いうことですけれども、あしがら農地環境を守る会から平成２８年度１年間を振り

返った報告書が上がってきていると思うのですけれども、その報告書の中には、あ

しがらの農地環境を守る会はどのような報告書を上げて、また担当課で平成２８年

度の総括として多面的機能支払交付金をどのように評価されたのか、その辺をお伺

いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

では、お答えさせていただきます。 

多面的機能の補助金をいただいて、主には田んぼの周りの草刈りというところで

実施をしたところですけれども、農家の日々やっている個々の仕事を地域の方に共

同でやっていただくということのきっかけにはなったのかなと考えてございます。  

また、右岸土地改良区の方に事務局になっていただいて、そこをまとめる難しさ

ということもありましたけれども、今後は安定的に推移していくところでございま

す。 

また、役場の街づくり推進課でも草刈り隊ということで公有地の草刈りをやって

いただいてございますけれども、そことのダブりはという話もございましたが、基

本的には田んぼの機能の維持というところで、また北部限定というところで進めて

まいりますので、今後とも他地域にも広げまして実施していきたいということで、

有効な事業だと考えてございます。 
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○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

今の評価をお聞きいたしますと、有効な手段であるという押さえは、受けたほう

も、また行政のほうでも一定の同じような評価をされたのではないかなと受け止め

られます。今後、北部振興は農業従事者の参画が不可欠だと私は考えます。金額的

には、まだ７８万９，８００円で少ないのですけれども、やはり農業の多面的機能

の活用の第一歩になったことは間違いないなと感じます。 

そこで、５年間のうちの１年間がここで終わったわけですけれども、残り４年間、

まだ続けられるわけですので、先程、歳入のときの質問の答弁の中に上島と上延沢

に今後、広めていきたいということのようですけれども、要するに、これは網のか

かった農業従事者が対象の一番ポイントになるわけですけれども、この辺の、今後、

上島、上延沢の２年目に移行しかけていて、残り３年をさらに拡大していく見通し

といたしまして、農業従事者の受けるときのその辺の動向というのでしょうか、気

持ちというのでしょうか、その辺、どのような把握を、要するにあしがらの農地環

境を守る会の方々が感じていらっしゃるのか、推測はできませんか。その辺につい

て、お伺いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

北部限定の多面的機能の導入によりまして、今年度は上島地区の一部と上延沢地

区の一部の農家の方に御賛同いただいて実施をしているということでございます。

国もこういうところに目を向けていただいているという意識も地権者にはございま

すので、今後とも共同歩調をとりながら、または成果と良い面、悪い面を聞きなが

ら、参考にしながら進めてまいりたいと考えてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

酒匂川右岸土地改良区が団体として入っている受け皿ですけれども、酒匂川右岸

土地改良区は、実は班目地域の南足柄市も酒匂川右岸土地改良区のメンバーでもあ

るわけです。今後、足柄一帯の農地環境を、多面的機能支払制度を利用して考えて

いくとしたならば、どうしても南足柄市の協力が必要になってくると考えられます。 

また、南足柄市は小田原市との合併も意図して動くので、どのような方向性でこ

れが絡んでくるか分からないのですけれども、私といたしましては、やはり、これ

は現在の南足柄市にしっかりと多面的機能支払制度の交付金を活用する方向で、開

成町の１年間の動きを南足柄市は見ていたのではないかなと思うのです。その辺の

ところをこれから、アクションを南足柄市に仕掛けていくとして、その見通しのと

ころをお伺いいたします。 
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○議長（茅沼隆文） 

まちづくり部長。 

○まちづくり部長（芳山 忠） 

御指摘の南足柄市の動向、あるいは仕掛けていくという方向については、これは

南足柄市のお考えもあろうかと思いますけれども、議員も御存知のとおり、この多

面的機能支払制度というのは農家にとっても有効な非常に良い制度だと考えており

ますので、この制度の担い手として右岸土地改良区に非常に全面的な協力をいただ

いているところからも、今後とも、もし機会があれば南足柄市に対して、そういう

情報の提供とか、そういったところへの参画のお誘いというものも、機会がありま

すれば、そういった方向も考えていきたいと思います。 

それは、あくまでも足柄地域のすぐれた田園と農環境を今後とも維持していくた

めの一つの方策として、合併とは全く切り離した形での取り組みということで考え

ていきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田せつよでございます。 

説明書４０、４１ページです。本書には掲載がございません。民生費、老人福祉

費、口腔ケア推進事業費ということで項目立てをされておる件でございます。大変

に大切な事業ではないかなというところでございますが、平成２８年度には、これ

に対しての支出がなかったと。これをどう分析されて今後の展開等々考えていらっ

しゃるのか、お伺いします。 

○議長（茅沼隆文） 

保険健康課長。 

○保険健康課長（亀井知之） 

お答えいたします。 

口腔ケアの推進事業につきましては、なかなか歯医者に行けない、外に出られな

い高齢者の口腔衛生の向上を図るために歯科医師会にお願いをしているものでござ

います。平成２８年度は件数がなかったわけでございますけれども、口腔ケアにつ

いては当然、重要な問題と認識しておりまして、高齢者のほう、それを把握してい

る社協、地域包括等と連携をとりながら必要な方の把握に努めて、また、この方は

必要であろうという場合には、しかるべき医師会に連携をしてやっていく、そうい

う仕組みにはなっておりますので、平成２８年度はたまたま該当者はおりませんけ

れども、事業の重要性については変わらず進めてまいりたいと、そのように考えて

ございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 
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前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田でございます。 

誤嚥性肺炎とか、かなり社会的にも問題が立たれて、肺炎について高齢者は特に

気をつけるようにという形があろうかと思いましたけれども、平成２８年度、見込

みとしては、どのような形で考えておられたのでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

保険健康課長。 

○保険健康課長（亀井知之） 

ちょっと手元に資料がないので、私の記憶で申しわけございませんけれども、年

間数件という積算をしていたと記憶しています。 

○議長（茅沼隆文） 

保健福祉部長。 

○保健福祉部長（田辺弘子） 

今の御質問に若干つけ足しをさせていただければと思います。 

口腔ケア推進事業、足柄歯科医師会と委託契約という形で、１市５町で契約して

いるものでございますけれども、これは在宅におられる高齢者の方に、歯科医師と

歯科衛生士と保健師とをセットで訪問して支援を行う制度でございます。ただ、口

腔ケア推進事業と似たような事業として、介護保険の中で在宅におられる要介護認

定者に居宅療養管理指導ということで歯科医師等が訪問して指導を行う事業がござ

いますので、そちらの利用は介護保険の中で給付事業という形で展開しております

けれども、そちらを利用する方は大変多くございまして。 

口腔ケア推進事業ということで、介護保険につながる前の方であったり、はざま

にある方を救っていこうというような推進事業でございますので、対象が現実的に

はなかなか難しくて事業の推進につながっていないという状況でございますけれど

も、在宅におられる必要な方は、そちらの事業で展開をしてございます。  

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

先程、部長から御説明いただいて、介護保険の方は居宅療養のほうで展開されて

いるということで。ただ、この事業に関しては、はざまという切れ目ないところで、

予防というところでは大変重要な施策展開だと思いますので、その点、また手厚い

形で事業展開をしていただきたいという要望で終わります。 

○議長（茅沼隆文） 

佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

１番、佐々木昇です。 
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ちょっと関連ですけれども、予算だと１万円だったかなと思うのですけれども、

この１万円という金額で先程言われたような取り組み、どのあたりまで、数件予定

ということもありましたけれども、どの辺までを考えられていたのか、その辺、確

認させてください。 

○議長（茅沼隆文） 

保険健康課長。 

○保険健康課長（亀井知之） 

お答えいたします。 

歯科医師会に委託している事業としては、数件ということで先程お答えさせてい

ただきましたけれども、予算から考えますと本当に１、２件という、手数料程度と

いうことになっております。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

１１１ページまでの款で、あと質疑がある方は暫時休憩後に質問を受けることに

いたしましょう。 

ここで暫時休憩といたします。再開を１時３０分といたします。 

午前１１時５５分 

○議長（茅沼隆文） 

 それでは、再開いたします。 

午後 １時３０分 

○議長（茅沼隆文） 

質疑を始める前に、午前中の答弁に対しての訂正の申し出がありましたので、こ

れの発言を許可いたします。 

保険健康課長。 

○保険健康課長（亀井知之） 

午前中の前田議員及び佐々木議員の御質問にありました口腔ケア推進事業費の件

でございますけれども、ちょっと曖昧な記憶での答弁でしたので訂正をさせていた

だきます。 

口腔ケアの推進事業費につきましては、平成２８年度の申請者がなかったという

ことで執行はゼロでございますが、予算的には１万円、一人分の経費を委託料とし

て計上しております。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

それから、税務窓口課長。 

○参事兼税務窓口課長（鳥海仁史） 

午前中、山田議員からの御指摘がございました駅前窓口コーナーでの取り扱いの

件数等につきまして、先程お配りさせていただきましたので御報告させていただき

ます。 
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○議長（茅沼隆文） 

それでは、午前中に引き続き、決算書４８ページから１１１ページまでの質疑を

行います。 

質疑をどうぞ。 

１０番、星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

１０番、星野洋一です。 

決算書６４ページ、６５ページ、備考欄の下から１０行目ぐらいの放置自転車対

策事業費について、お伺いいたします。５６万６８４円になっておりますが、歳入

では放置自転車等移動保管手数料が６台分で７，０００円ということになっている

と思います。歳入が７，０００円で、放置自転車、自転車の監視業務委託料３９万

５，０００円を払って監視及び撤去をやっていただいているということなのでしょ

うが、どのようにして監視事業を行っているのでしょうか。歳出の５６万円に対し

て６台分の７，０００円というのは、ちょっと費用対効果的にはどうかと思われま

すが、いかがでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

危機管理担当課長。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

星野議員の御質問にお答えいたします。 

まず、歳入の分でございます。こちらにつきましては、放置自転車として撤去さ

れたものが、所有者の方が返還に見えた場合に、それを返還する件数ということに

なりまして、平成２８年度につきまして返還が原動機付き自転車が１件、自転車が

５件ということで、６件ということで７，０００円になります。 

もう一方の歳出でございますけれども、歳出、こちらは放置自転車の全体の業務

の金額としては５６万６８４円という形でございますが、放置自転車、こちらの業

務といたしましてはシルバー人材センターに委託をしておりまして、開成駅周辺の

放置自転車禁止区域の監視、それから放置自転車の撤去の業務を行っております。 

業務の内容といたしましては、週２日、年間約１０５日ということで、これで放

置自転車監視員の方が週２回２時間、朝２時間と、撤去作業、同じ日に週２回１時

間、監視日と同日に回収をされるという状況でございます。回収につきましては、

平成２８年度につきましては５１台で、自転車が５０台、バイクが１台ということ

での回収の実績がございまして、この中から先程の歳入のほうで出てまいりました

お返しした分がそれだけの内容という、そういう形になります。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

週２回ということで、そのように行っていると了解いたしました。駅前の禁止区
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域、かなり人が通りますので、これからもしっかり、その辺を見ていただいて、撤

去、その他、返還等をしっかりやっていただけたらと思います。よろしくお願いい

たします。 

○議長（茅沼隆文） 

７番、下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番、下山千津子でございます。 

決算書６１ページ、説明資料は３３ページに、１３番に未病いやしの里構築事業

費といたしまして１，９６２万５，２７５円が支出されている中で、保健センター

への未病見える化コーナーの設置をされて、備品購入をされたりしてスポーツイベ

ントなども開催されたとございますが、いやしの里構築として投資した効果はどの

ように分析されているのか、お尋ねいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

企画政策課長。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

それでは、お答えをさせていただきます。 

こちらにつきましては、未病いやしの里構築事業費ということで、主な事業とし

ては２本、事業を構えているというものでございます。まず、１点目につきまして

は健康長寿モデル事業構築支援業務委託料ということで、タニタヘルスリンクに委

託をいたしまして、２００人分の参加者データについてインターネット上でグラフ

等で確認することができるような、健康状態を確認するようなシステムを構築した

ということで、２００人の方を対象に通信機能付の活動量計、体組成計、血圧計な

どを設置いたしまして、体の状態の見える化システムを構築したということ。それ

と、スポーツイベントの開催委託料ということで、プロのサッカー選手をお招きし

て講演会を開きましたり、各種運動の教室等を開催したということになってござい

ます。 

効果ということにつきましてでございますけれども、こちらにつきましては、未

病というようなことの切り口の中で、町民の皆様の健康状態を把握して健康を増進

していくということを趣旨にしてやっていくということでございました。また、平

成２８年度にこういう機器関係を設置させていただいたということで、効果という

ことでございますけれども、今後、町民の皆様の健康増進に寄与する形の使用をし

ていただく中で、効果等については、これから図っていきたいなと思っております

し、また、今回の設置が町民の皆様の健康増進に寄与するということについては効

果があるものと認識をしてございます。 

すみません。以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

保険健康課長。 

○保険健康課長（亀井知之） 
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保健健康課から、未病見える化コーナーについて補足でお話をさせていただきた

いと存じます。 

平成２８年度につきましては、平成２９年度からの見える化コーナーの設置のた

めの機器の購入を行ったわけでございます。議員も御承知のように、未病センター

自体は今年の６月からスタートしておりますけれども、６月、７月、８月、３カ月

間の状況をお話しさせていただきますと、３カ月間で延べ開設日数が６０日、利用

者数が３カ月間で２７８人、月平均で申しあげれば９２．７人、１日平均で約４．

６人という結果になってございます。 

新規の方もかなり来られますし、広報等にも開設の予定表を載せさせていただい

ておりまして、認知度はかなり広がってきたのかなという感じがございます。８月

につきましては、天候の関係もあって若干低下しておりますけれども、気候が落ち

ついてきた秋以降の利用を促してまいりたいと、このように考えてございます。  

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

６、７、８月の３カ月間で２７８人の利用者があったということで、平均で１０

０名の方の御利用があったということでございます。存じ上げている人は、そうや

って見える化コーナーに行かれたと思うのですが、もっと、これからもＰＲとか、

そういうものを盛んに行われて、ますます町民の方たちが健康寿命増進、そのため

に努力されるように願っております。よろしくお願いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

２番、山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

決算書６０、６１ページ、地域防犯力向上事業費という項目で、その中の防犯カ

メラ保守点検業務委託になると思うのですが、説明では防犯カメラを１基、新設し

たという。そのほかの１３基については維持管理を行ったということで報告をもら

っているところでありますが、最近、防犯カメラについては、プライバシーの問題

だとか、そういうので叫ばれている中で、実際問題、開成町では現状として防犯カ

メラがついているというところで、そこら辺の効果、カメラをこうやって毎年毎年

増やしていく中で、効果というものがどの程度あったのか。例えば、警察から情報

提供を依頼されたとか、あと管理上の問題で映像の確認というのは職員が見ている

のか、そこら辺、細かい詳細を説明願いたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

危機管理担当課長。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

山田議員の御質問にお答えいたします。 
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防犯カメラの関係につきましては、議員がおっしゃいましたとおり、町内で、こ

ちらの環境防災で管理しておりますのが１３基ございます。こちらの効果というと

ころでございますけれども、議員がおっしゃるとおり、警察から御要望がありまし

た、例えば、駅前公園のところの時計の監視カメラですとか開成幼稚園の横にあり

ます監視カメラ、こういったものが警察から要請がございまして、その時間帯での

画像を警察に提供させていただいているところがございます。そのあたりで、犯罪

に関しての効果、それから犯罪抑止という部分でもあるかと思います。 

それから、２点目ですけれども、防犯カメラの確認は、職員でこちらの映像をパ

ソコン等を現場へ持って行きまして、それで画像を取り込みまして、それを警察に

お渡しする、そういう作業をとっております。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

ということは、パソコンに取り込むだけで、職員がそこで目で見るというもので

はないという解釈でよろしいですか。仮に職員が見るのであれば、ある程度の先程

言っていたプライバシーの問題もあるので、そこら辺の運用的なものが整備されて

いるかというところは懸念があるという。自分は、どちらかというと防犯灯をもっ

とつけてくれというほうなのですけれども、やはりプライバシー侵害について異論

をとなえる人もいるので、そこら辺は神経を使ったほうが良いのかなとちょっと感

じました。 

それと、あと、先程、課長答弁の中で抑止力という言葉を使われたのですが、あ

くまで抑止力というのは、防犯カメラがあるよということが町民に分かることによ

って犯罪を未然に防ぐという効果だと思うのです。実際問題、我々、回ってみても、

「どこにあるの」というのが正直言って現状だと思うのです。もし、犯罪に対して

数件、情報提供の要請があったという答弁はいただきましたが、抑止力が強いので

あれば、平成２８年度の課題として、今後、これが平成２９年度補正にいくのか平

成３０年に提案するのか分からないですけれども、防犯カメラがあるよというよう

な、もう少しアピール的なものをして、抑止力の強化というものをするべきだとは

思うのですけれども。行政サイド側で重きに置くほうは、情報提供のほうが強いの

だよ、抑止力が強いんだよによって方向性が変わってきますので、そこら辺を含め

て再度答弁いただきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

危機管理担当課長。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

山田議員の御質問にお答えいたします。 

今、設置している場所というのが、比較的、犯罪ですとか交通の関係ですとか、
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そういった部分で警察からの情報提供依頼を受けて、町から、そのものを資料提供

という形で差しあげていると思います。できるだけ多くの住民の方、例えば、駅前

ですとか、それから公園等へ設置させていただいて、何かあった際の、その際の対

応という、そういう部分での対応もございますので、犯罪の防止という部分もござ

いますし、事件性があるものに関しての資料提供という両面の部分はあろうかと考

えます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

質問の回答にはちょっとなっていないなという部分で。職員が現場に行ってパソ

コンに取り込むという形で、情報を取り込んでいるわけではないですか。そこら辺

での情報の扱い、運用というものを、どのように管理しながら運営を図っているの

かというのが１点、聞きたいのと、あと、情報を提供するというところに重きを置

いているのか、抑止力に重きを置いているのか。そこによってカメラの存在という

ものをアピールするのか、しないのかによって変わってくるわけではないですか。 

そこら辺の考え方をもう少し明確にして、例えば、公園なんかの場合は抑止力が

強いのだよといえば、やはり、そこら辺ではアピール性を高めるために「防犯カメ

ラ設置」とか、そういう広報活動というのですか、看板を立てるとか、カメラその

ものの下にそういうようなステッカーを貼るとかして抑止力をするべきだと思うの

です。 

安心・安全なまちづくりをつくっていくためには、今後の課題とすれば、防犯カ

メラの設置というのは、していかなければいけないなというところも認識している

ので、運用するにあたってのクレームが町民から出てはいけないので、それを先取

った中で平成２８年度決算に向けて次の課題が見えたのかなと思ってお聞きしてい

るので、そこら辺の今、大きなポイントは２点だと思うので、答弁をよろしくお願

いします。 

○議長（茅沼隆文） 

危機管理担当課長。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

すみません。まず個人情報の保護という、そういう部分でございますけれども、

今、町で防犯カメラのガイドラインというものを検討しておりまして、その中で、

その辺の個人情報の保護ですとか、そういった部分についても検討しています。そ

の中で、できるだけ個人情報を守るというところもございますので、そのあたりも

先進事例等も含めまして今、作成しているという段階でございます。 

もう一点、公園等の防犯カメラの設置というところでは、公園のところ、そうい

う部分で安心・安全を守るという部分もありますし、ケース・バイ・ケースといい
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ますか、公園に関しては、例えば、こういうところに防犯カメラがあるということ

で、その辺をお見せするというのも必要であると思いますので、そのあたり、それ

ぞれの場所によりましての対応等もあると思いますので、その辺も考えさせていた

だければと思います。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

もう一度、どうぞ。山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

要するに、防犯カメラを設置したじゃないですか。設置した効果というのを我々

は求めているわけであって、今、答弁の中で個人情報の扱いだとかプライバシーの

問題とか、そういうのはあるのですけれども、それは今後、運用的なものを検討し

ているという答弁で分かったのですが、防犯カメラの存在というものがどういうも

のなのかというのをはっきりした中で運用していかないと、単なる、つけて満足し

ていたのではいたし方ないと思うのです。やはり方針というのがあって、つけてい

ると思うので、そこら辺は明確に運用すべきだと思うのです。できれば、犯罪が起

きて、それを確認するためのデータ取りではなくて、犯罪を未然に防ぐというとこ

ろが一番重要だと思うので、そこら辺をもう少し行政内部で検討した中で、色をつ

けながらカメラの運用をしていけば良いと思うので、そこら辺、ぜひともよろしく

お願いしたいというふうにお願いします。 

○議長（茅沼隆文） 

よろしいですかね。 

それでは、前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田せつよでございます。 

本書は７６ページ、目として参議院議員選挙選挙費ということで、説明書は３８、

３９ページになります。選挙費の中の投票所経費ということで３４８万４、９５８

円の項目の説明の中で、参議院選挙の投票率が５９．６３％だったということで説

明を受けたわけでございますが、前回の平成２５年の第２３期の選挙と比べますと

４．９６％、投票率が下がっていると。この辺をどのように分析をなさっているの

か。前回は有権者の年齢の引き下げということで分母が大きくなったことも作用し

ているのかどうなのか、その辺の分析と。あと期日前投票が大変に多くなったよう

な世間的な動向もございますので、投票率の動向も分かる範囲で構いませんので答

弁願います。 

○議長（茅沼隆文） 

総務課長。 

○総務課長（山口哲也） 

それでは、前田議員の御質問にお答えいたします。 
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議員の今のお話のとおり、投票率につきましては前回の参議院選挙から４．９６

ポイント落ちまして５９．６３％と。この一つの一番大きな要因としましては、平

成２５年の参議院選挙につきましては地元から候補者が出たというところが実は一

番大きなところでして、今回の５９．６％でも神奈川の市区町村という５８団体中

では１１番目ということで、決して悪い数字ではございません。 

それから、平成２７年度の統一地方選挙から投票所を１カ所増設いたしまして８

カ所にしているというような、投票率向上、また有権者の利便性の向上を図ってい

るというところもございます。 

お問い合わせがございました、今、期日前投票の状況でございます。平成２８年

の参議院選挙における有権者数が１万３，８５１名、実際に投票された方というの

は８，２５９名ということになっております。このうち期日前投票を御利用になっ

た方は２，００６名ということで、有権者に占める割合といたしましては１４．５％、

投票総数の中で申しあげれば２４．２％と、およそ４人に一人の方が期日前投票を

御利用になったと。ここは、かなり制度の浸透が図られたこととか、使いやすさが

広がったということで、期日前投票の割合が増えているのだと理解をしております。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

期日前投票が４人に一人という答弁をいただいたわけですけれども、この結果を

もって、例えば、現在運用している町のバスが土日、祭日は走っていないわけでご

ざいますが、今後、選挙に例えば町の巡回バスを利用するだとか、あとは今月開始

される箱根町の町議会選挙におきましては、全国で３番目、県内初の移動式期日前

投票所の開設等々、この辺、調査研究、検討されるお考えがあるかどうか、お答え

ください。 

○議長（茅沼隆文） 

行政推進部長。 

○行政推進部長（秋谷 勉） 

ただいまの御質問でございますが、箱根町と比較しまして、箱根町の地理的な要

因と比べますと開成町はかなり恵まれているという中で、今現在、課長の話もあり

ましたとおり７投票所を８投票所に増やしたということで、今の状態であれば、行

きたくても行けないという有権者というのは、それほど多くはないと判断をしてお

りますので、移動式というのはあまり、今現在では、それほどの必要性はないと判

断をしてございます。 

ただ、期日前投票所が大分多くなってまいりましたので、できるならば期日前投

票所の増設みたいなものは今後の検討課題であるのかなというところはありますけ

れども、移動式については現段階では現実的ではないのかなということで考えてご

ざいます。 
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町のバスということがございましたけれども、移動式は考えていないということ

で、有権者をお迎えにいくということですか。 

その辺は、現段階では。今、言ったように投票所が距離的には各地区８カ所もあ

るということですから、バスを利用してまでの距離ではないと判断してございます。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

種々、答弁いただきました。期日前投票所については検討する余地があるという

ことで、４人に一人という状況も踏まえて、より有効な投票率の向上に寄与してい

ただきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに。石田議員。 

○５番（石田史行） 

５番議員、石田史行でございます。 

決算書１００ページ、１０１ページ、説明資料は４８ページ、４９ページの環境

衛生費の中のごみ処理事業費について伺いたいと思います。その中の各種ごみ収

集・運搬・処分委託料３，５３９万４，０００円程でございますけれども、これに

つきまして、説明欄では燃えるごみ等々の処理を委託業者によって収集・運搬及び

処理を適正に行ったと御説明をいただいております。 

当然、適正に行ったとは思いますけれども、さらに燃えるごみということについ

て焦点を当てて伺いたいのですけれども、同じく説明資料の１０９ページを参照さ

せていただきますと、燃えるごみの収集・運搬委託費として３，１１８万円弱を支

出されたということでございます。この燃えるごみの収集・運搬につきまして、担

当課として課題といいますか、今、検討されていることも含めて、御説明をいただ

きたいと思うところであります。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、石田議員の御質問にお答えをさせていただきます。 

今現在、燃えるごみ置き場につきましては、町内で２９８カ所ございます。こち

らにつきまして収集・運搬の委託をしているわけですけれども、これらの課題につ

きましては、今現在の中では、ごみ置き場の収集する際に地区によってばらばらな

のですけれども、しっかりとごみが出されていないという状況があったり、また出

す日も守られていないような、そういう状況がございますので、今のところごみを

集める業者に、収集が終わった後もごみ置き場の清掃までお願いをしているわけな

のですけれども、その点、地区によってばらばらなところがありますので、その点

は、もう少し広報等でＰＲして、ごみ出しのルールの徹底というものをしていきた

いと考えております。特に困っている状況ではありません。 
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○議長（茅沼隆文） 

石田議員。 

○５番（石田史行） 

ごみ置き場の管理についての課題があるということで、燃えるごみに関しまして

は生ごみ等も入っていますので、収集日を守っていただくということが大事であり

まして、それについて周知、ＰＲに努めていかれるということでございました。  

もう一つ、収集日を守っていただくということとともに、私、町民の方から御意

見をいただいていることが１件ありまして、例えば、来週なんかもそうなのですけ

れども、燃えるごみは週２回、収集されますけれども、来週月曜日は休日ですよね。

そうすると、収集日がずれるわけです。 

当然、例えば私の地区ですと、大体、可燃ごみというのは火曜日と金曜日という

ふうに頭の中に入っているのです。ですから、当然、私はきちんとカレンダーを見

て、「ごみ収集日に注意」となっていますから、私は意識してずらして出している

わけでございますけれども、皆さん、頭の中で月曜日と木曜日ないし火曜日と金曜

日という、大体、皆さん、頭で分かっているわけでございまして、そういうときに

休日の場合に収集日がずれることによって、町民の方から意見をいただいているの

は、どうしても頭の中で既に、この曜日と決まって頭に入っているものですから、

どうしても、その習慣で出してしまうということがあるようでございます。例えば、

夏場になりますと、生ごみの入っているごみが放置されている地域があるようでご

ざいます。 

そういった意味で、今後の検討課題としてやっていただきたいなと思うのですけ

れども、お休みに入ったときに、ごみの収集日がずれてしまうというような点につ

いては、町としてはどういう問題意識をお持ちなのか。いや、問題ないよというこ

とであれば、そのように御答弁いただいても構いませんけれども、問題意識をお持

ちなのかどうかを伺いたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、御質問にお答えをいたします。 

今の問題につきましては、やはり住民の方からもかなり問い合わせ等がございま

すけれども、開成町の燃えるごみにつきましては、山北町と一部事務組合という形

で全部、環境センターで焼却をしている状況でございます。燃えるごみを決まった

曜日で出すということは、山北町とも検討をしなければいけない問題であるという

ことは重々承知をしておるのですけれども、西部環境センター、西部清掃をつくる

ときに地元の住民の方からの要望で、祝日・休日には収集車はその道路を通っては

困るという要望がございまして、今まで祝日と休日は収集車が通っていないという

状況でございます。 

ただ、そうは言っても、５月の連休と年末、それに関しては祝日、年末の休日で
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あっても、そのときだけは何とかお願いをしているという状況でございます。  

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

石田議員。 

○５番（石田史行） 

非常に大きな視点で考えますと、行政サービスとして休日の日にはごみは収集し

ないということが我が町のスタンスであるかもしれませんけれども、他の自治体で

は曜日にかかわらず、この曜日とこの曜日は可燃ごみと決まっていれば、たとえ、

そこが休日になったとしても、ごみを収集している自治体も数多くあるわけでござ

いまして。今後、これは収集をしてくださっている業者との交渉によって可能なの

かどうか分かりませんけれども、ぜひ、町民から休日とかぶったときにずれるとい

うことが非常に困ると、特に夏場は困るという御意見をいただいていますので、こ

れは今後の調査研究の課題にしていただきたいなと思いますけれども、いかがでし

ょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

町民サービス部長。 

○町民サービス部長（石井 護） 

私からお答えさせていただきたいと思います。 

そういった問題はかなり昔からありまして、どういうことかというと、ごみの有

料化です。いわゆる、ごみ袋に一定のお金を転嫁して、ごみの減量とそういった利

便性、やはりコストがかかるわけですから、お金はかからずに面倒くさいを解消す

るというのは、こんな良い話はないわけであって。よくその市町村とかで今、もう

既にやっているのはごみの有料化という形の中で、全部のコストを解消するという

のは、これは全く不可能ですけれども、一定の有料化等を図った中で、減量を目指

すことと利便性という部分。ですから、その辺の兼ね合いというのは研究課題かと

思います。 

ただ、町としては、やはり、どういうことかと言うと、山北町は一緒に西部清掃

組合でやっているということは、開成町だけ違うことをするというのはできないの

です。やはり山北町と同じようにしていかないと、そこで一部事務組合をつくって

いますから、そういった問題もあると。例えば、だから開成町を月・水・金とか、

だけど山北町は違うとか、それはちょっとできない話ですから、そういったすり合

わせという部分も非常にございますので。 

ただ、そういった声があるというのは我々も承知はしているところですから、そ

の辺は全く無視をするとかではなくて、できる方法ということも考えながら検討は

していきたいと。 

○議長（茅沼隆文） 

石田議員。４回目です。 

○５番（石田史行） 



－６０－ 

分かりました。どうしても山北町との兼ね合いということで、もし休日にもごみ

を収集するとなれば山北町も同様にしていかなくてはいけないのだということで、

そこのところは理解いたしますけれども、これは、ごみの有料化とかに関しては、

当然、町民への負担を求めていかないといけない場面もあるかもしれませんけれど

も、できるだけ、それは今のままのコストで、できれば山北町とも相談して、休日

日にも収集できるような方向で考えていただきたいなとお願い申しあげて私の質問

を終わります。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質問はありますか。 

星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

平成２８年度の主要な施策のところで前回お話ししたのですが、不法投棄が多発

するごみ置き場に監視カメラを設置いたしますと取りあげているのですが、私の見

方が悪いのかもしれませんけれども歳出が見当たらなくて。これは、町は、ごみ置

き場に対する監視カメラ、どの辺まで進めておられるのか、その辺について御質問

いたします。 

○議長（茅沼隆文） 

質問の趣旨は分かりましたか。それでは、環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、御質問にお答えをいたします。 

今、監視カメラはどこで購入したかという御質問だと思いますけれども、購入し

た場所は環境美化活動推進事業費という中の消耗品で購入をしております。金額が

３万円以下ですので、消耗品で購入をしております。 

こちらにつきましては、延沢地区で不法投棄がかなりあるという場所につける予

定であったのですけれども、実際、そこの不法投棄されているところがカメラを買

った時点で不法投棄があまりされなくなってしまったということで、今時点でカメ

ラは本年度に入りまして別の場所につけるという準備をしておりますけれども、そ

ちらにつきましては下島地区のホテル開成の前の公園の横のごみ置き場、夜、自動

車が来て、ごみがかなり置かれているという状況がございますので、そこにこれか

らつけるという状況でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

湯川議員。 

○３番（湯川洋治） 

ちょっと、今ので良いですかね。屋敷下の、今、カメラがついているのですけれ

ども、あれはダミーですよね。 

○議長（茅沼隆文） 

町民サービス部長。 

○町民サービス部長（石井 護） 
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おっしゃるとおりで、以前は、あまり大きな声では分かってしまうのですけれど

も、まさに先程、山田議員からありましたけれども、抑止力という部分で、ダミー

のときには、もう、これ見よがしにカメラがついていますよという形でやっていま

した。それでもなかなか悪質といいますか、そういった、地域に住まわれていなく

て、何かのついでに車か何かに乗ってきてそのまましてしまうとかというケースが

ありましたので、これは本物のカメラを購入いたしまして。 

録画ができるわけです。後からそれを見て、犯人という言い方は変ですけれども、

そういった方を探せると。しかも移動式という形で、ポールがないところは立てな

くてはいけないのですけれども、電柱ですとか防犯灯ですとか、ポールがあるとこ

ろでは、そのまま移動式でつけられるという形で、今現在は下島につける予定です

という、そういうことでございます。 

○議長（茅沼隆文） 

それでは、１１１ページまでよろしいですか。残りは質疑漏れでお願いできませ

んか。 

（「はい」という者多数） 

○議長（茅沼隆文） 

それでは、ここで決算書の１１２ページの土木費から１５５ページの予備費まで

の質疑に入りたいと思います。 

それでは、どうぞ質問を。 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

９番、井上三史です。 

決算書１１４ページ、３目橋りょう整備費、備考欄１、橋りょう整備事業費の十

文字橋等橋りょう補修詳細設計委託料４００万円について、お伺いいたします。補

修詳細設計とは、どんな補修内容なのか、まずお伺いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えさせていただきます。 

今回、十文字橋耐震改修設計ということでございますが、こちらにつきましては、

平成２６年度のとき、橋りょうの長寿命化修繕というのを検討させていただいてお

ります。この中で、今後、長寿命化を図っていく上では耐震補強というのが必要と

いうことで、平成２８年度につきましては耐震の補強設計ということで業務をさせ

ていただいているところでございます。 

ただ、河川管理者との協議の中で一部、長引いたというところがございますので、

繰越事業というところで、平成２９年度にかけまして設計内容を取りまとめている

ところでございます。今現在につきましては、設計等がまとまっているという状況

にございます。 
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以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

耐震補強のようですけれども、平成１９年の崩壊復旧工事の際、耐震を見込んだ

補強工事は行われなかったのでしょうか、その点について確認をさせてください。  

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えさせていただきます。 

平成１９年の落橋につきましては、あくまでも災害復旧というところでございま

すので、現状の中で従前あったものについて修復させていただいたというところで

ございまして、耐震ということではなくて、従前の機能をそのまま直すという形の

中での工事を実施させていただいております。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員、３回目です。 

○９番（井上三史） 

９番、井上です。 

そうしますと、今回の補修詳細設計というのは、橋りょうは何本かあるわけです

けれども、全部について、要するに平成１９年度は多分、壊れた場所中心の工事だ

ったと思いますけれども、今回の設計というのは、全ての橋りょうに対して耐震補

強を講じるような詳細設計であるという確認でよろしいでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えをさせていただきます。 

今回の耐震補強の設計ということにつきましては、十文字橋全体という中で調査、

検討、設計ということを進めさせていただいております。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございますか。 

湯川議員、どうぞ。 

○３番（湯川洋治） 

３番、湯川です。 

決算書１１６ページ、説明資料５２ページ、土木費、建築物耐震改修促進事業に

ついてお伺いします。開成町耐震改修促進計画の改定と、また耐震診断の一部を補

助するということでございますけれども、当初予算では３５３万１，０００円程つ



－６３－ 

いていまして、決算額が２１４万１，６００円ということで大分残額が出たようで

すけれども、この詳細についてお聞かせください。 

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えをさせていただきます。 

建築物耐震改修促進事業につきましては、不用額が多く発生しているというとこ

ろでございますが、こちらにつきましては、負担金補助及び交付金というところの

中で、民間建築物の耐震改修をやったときに町が補助するというところでございま

す。 

当初につきましては耐震診断を２件、そして耐震改修工事を２件ということで見

込んでございましたが、平成２８年度につきましては耐震診断の補助が２件という

ところで、耐震改修工事という工事に関しての補助の申請がございませんでした。

こちらについては、町の補助要綱で１件あたり６０万円の限度額というのがござい

ますけれども、２件分ということで１２０万円程が多く残ってしまっているという

ところでございます。あと、若干でございますけれども、耐震改修促進計画の業務

委託における入札差金というのも含んだ中での不用額というところでございます。  

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

湯川議員。 

○３番（湯川洋治） 

そうしますと、金額の残については耐震診断か耐震工事のみであって、改定を行

った部分についてはお金の絡みはないということでよろしいですか。 

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えをさせていただきます。 

計画の改定に係る委託料につきましても、当初の予算額として約２２０万円程見

込んでございました。結果的に入札をしまして、契約した金額につきましては約２

０６万円程ということでございますので、約１５万円何がしの金額についても不用

額という形で残っているところでございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

湯川議員。 

○３番（湯川洋治） 

理解しました。 

○議長（茅沼隆文） 

佐々木議員。 
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○１番（佐々木昇） 

１番、佐々木昇です。 

決算書１５０、１５１ページ、説明書６４、６５ページの款、諸支出金、目、水

道事業支出金、１、消火栓設置費負担金のところでお伺いします。漏水による緊急

修繕３カ所とありますけれども、この詳細、老朽化とか、そういうものなのか、３

カ所、詳細をお伺いします。 

○議長（茅沼隆文） 

危機管理担当課長。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

佐々木議員の御質問にお答えいたします。 

消火栓の補修３基でございますけれども、金井島、それから上延沢、それから牛

島と３カ所ございまして、いずれも消火栓のバルブを閉めましても水漏れが起きる

という、そういう状況がございまして、その辺の消火器のバルブのコックですとか、

そのあたりの補修、そういったものが含まれているものでございます。  

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

よろしいですか。佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

老朽化というような感じっぽいのですね。今後、老朽化、ほかの場所も増えてい

くような気がしますので、この辺、気をつけていただきたいと思います。  

それで、消火栓の関連で、決算書１２０ページ、１２１ページ、説明書の５２、

５３ページのところでお伺いします。款、消防費、目、消防施設費の１、消防施設

整備事業費のところで、消火栓の使用料というところでお伺いしたいのですけれど

も。これは水道の使用料かなと思うのですけれども、これからの質問、もしかした

ら水道会計のほうでしたら御指摘いただきたいと思うのですけれども、この使用料、

水道会計の観点から見ますと、不明水を解消するためには、環境防災課で取り組む

のは、私は良い取り組みだと思うのですけれども、この辺の使用料の算定方法とい

いますか、どういう形で料金を算定されているのか、お伺いします。 

○議長（茅沼隆文） 

危機管理担当課長。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

ただいま佐々木議員から御質問いただきました消火栓の使用料の負担金というこ

とになります。こちらにつきましては、消火栓の３７８基に対しまして１基あたり

２，４００円、こちらをお支払いしているような形になります。こちらの単価的な

ものについては、上下水道課と以前、平成１０年ぐらいに協定といいますか、規約

という形で、１基あたりの件数に見合って、年間でございますけれども２，４００

円を消火栓、使うのは例えば消火栓の訓練ですとか、そういうときしか使いません

けれども、一応、実際に、その箇所ごとの維持管理とか、そういう部分もございま
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すので、年間で２，４００円という金額でございますが、一月２００円程度の金額

ではございますけれども、一応、そういう金額をお支払いするという形で、こちら

は経常をさせていただいています。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

分かりました。東京都あたりは東京消防庁、こちらが水道局に水道料金を払うと

いう形になっているのですけれども、開成町、広域で小田原消防にそういう形でお

願いしていますけれども、消防署の消火栓の扱いの水道料金とか、その辺というの

は広域連携の中での何か取り決めとか、その辺があるのかどうなのか、お伺いしま

す。開成町の観点からいえば、消防に水道料金、払ってもらったほうが良いのかな

などという感じも受けるのですけれども、その辺、お伺いしたいと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

町民サービス部長。 

○町民サービス部長（石井 護） 

お答えが的を射ているかどうかというのは、ちょっとあれなのですけれども、今、

御質問は、例えば火災のときに小田原市消防が消火栓を使った、その水の料金は小

田原市消防に払わせるべきではないかという、そういう御質問で良いのですか。 

御存知のとおり、消火栓はメーターがついているわけではないので、どのぐらい

使用したかというのは、はっきり言えば分からない。先程の２，４００円という部

分も火災はあまり起きては困るわけなのですけれども、各自治会なんかが使ったり、

あるいは消防団が訓練等で使うという、そういうものを総合的に見て１基あたり２，

４００円だろうということで、お互いが取り決めをした額という形で、先程、申し

あげましたけれども、今、言った部分は物理的にちょっと難しいというか。いざ、

火災だ、火を消せと言っているときに、まさか臨時のメーターを持ってきて、メー

ターをくっつけて何十米のなどとやるというのは非現実的な話ですから、その辺の

ところは何ともお答えのしようもないのですけれども、この中に含まれているとい

う解釈で上下水道が良いよということであれば、それで御勘弁願いたいというとこ

ろですけれども。 

○議長（茅沼隆文） 

まちづくり部長。 

○まちづくり部長（芳山 忠） 

水道事業者側からの答弁させていただきたいと思うのですけれども、請求できれ

ばとてもうれしいとは思うのですけれども、現実的な問題として、町内の火災に関

して、それを消火するのに必要な、言ってしまえばコストですよね、消火するのは

小田原市消防でありますけれども、それは、あくまでも開成町として業務委託して

いる範疇でございますので、小田原市消防に対して水道の使用料を請求するという
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のは、ちょっと筋が違うのではないかと。あくまでも町の中の消火コストと考えら

れるのではないかと考えております。 

○議長（茅沼隆文） 

はい、結構です。 

では、山田議員、どうぞ。 

○２番（山田貴弘） 

説明資料５２、５３ページの都市計画費の中で、雨水の浸透ます設置促進事業費

ということで、決算書には執行がされていないということで載ってはいないのです

が、事業名、ただいま述べましたが、今回の決算で結構、執行されていない事業と

いうのが目立つなと感じているのです。 

先程来も何点か質問が同僚議員からあったと思うのですが、ここら辺というのは、

相手がいないのだから執行が出ないのだよと言えば、それまでにはなると思うので

すが、そもそも論のこういう補助的なものがちゃんとアピールできていないのでは

ないのかなと感じているのです。それと、また今の時代背景の中で、使い勝手が悪

くなっているのかなというのも見受けられるところがあるのですが。特に、雨水浸

透ますについては、去年なんかでも実績はあったはずなのが、今回ゼロということ

で執行が出なかった。これに対しての行政側の見解というものを述べていただき例

えば思うのですが。広報活動も含めた中で周知が徹底してあったのかどうか、そこ

ら辺、お聞きしたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えをさせていただきます。 

雨水浸透ます設置事業というところで、当初予算につきましては予算を計上させ

ていただいたところでございました。こちらの雨水浸透ますの設置というところに

ついては、事業を始めた目的というところでお話しさせていただくと、都市化の進

展等によって雨水浸透が少なくなっているというところ、地下水の保全という観点

も含めた中で、こういった雨水浸透ますの設置を助成しつつ行っていくというとこ

ろで始めたところでございます。 

補助としましては、平成２１年度から実施しているところでございます。その中

で、近年、平成２６年度以降につきましては、補助の申請がないというところでご

ざいました。実績ということでは７件というところでございます。 

こちらの周知というところでございますが、雨水浸透ますの設置というところで

は、広くは町の広報紙、町のホームページ等で行っているところでございます。そ

の中で、特定の対象者というところでは、建築物の御相談があった場合とか、そう

いったときにおいて、よく丁寧に説明等はさせていただいたというところでござい

ます。 

この中で、今回、執行がなかったというところの理由でございますけれども、住
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宅開発指導においては雨水浸透ますという形の中で設置をしてください、町の助成

もあるという形で行っておるところなのですけれども、町が補助する場合の雨水ま

すの規定、大きさ等もございます。これは、かなり容量等について、他の自治体等

も参考にしながら規定をしているのでございますけれども、直径として約７０セン

チ、８０センチという雨水ますの周囲に砕石、ますに入った雨水が地下に浸透する

ための処理機能という形では、砕石等をますの周りに起きまして、そういったある

一定量を地下に戻していくというところでございます。 

ただ、こちらについては、限られた住宅敷地の中で、そういった設置をする場所

等がなかなか確保できないとかというところがあった中で言うと、ただ、雨水の浸

透については指導していった中で言うと、市販の雨水浸透ますというのが多種多様

に出ているというところがございまして。補助としては使われないというところが

ございますけれども、実際的には、そういった市販のいろいろなタイプのものをお

使いいただいて、雨水浸透という形の中で趣旨については御理解いただいて、目的

等は達成できているのではないかというところでございます。 

現状の周知ですとか、そういった扱い等については以上でございます。  

○議長（茅沼隆文） 

行政推進部長。 

○行政推進部長（秋谷 勉） 

それでは、山田議員からこれらを含めてというお話も出ましたので、全体を通し

て私からお話をさせていただきます。 

確かに、先程、ちょっと出ましたゼロ・エネルギー・ハウスのように、かなりハ

ードルが高い、家を建てるにあたっても、町が今、庁舎建設でゼロ・エネルギー・

ビルを目指していますけれども、町内でも、その家を建てる人がいるか、いないか

みたいなところの部分はなかなか、その年はあって、この年はないというのもあり

ますから難しい部分もありますけれども、ただ、山田議員おっしゃるとおり、昔か

ら同じ形でずっと続けてきて果たして良いのかと、そういう問題は確かにございま

す。 

今の浸透ますの件もそうですけれども、サンセットも含めて見直し、使いやすい

助成金のシステムにするとか、そういう。なぜ少なかったのか、なぜゼロだったの

かという原因を調査研究して、使いやすいものになるように。もう使命が終わった

ものは、やめると。そういったものは順次やっていく必要があるだろうと思ってい

ますので、その辺はおっしゃるとおりだと考えてございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

せっかく事業名をつけた中で、予算提案をしているわけではないですか。できる
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限りそれは町民に返していくというのが前提だと思います。また、行政の役割とす

れば、公共性の高いものについては誘導していくという部分では、やはり補助メニ

ューというのは大変重要だと思うのです。このところでゼロ歳出ということは誘導

ができていないという評価だと思うので、ここら辺は制度の問題もあると思うので、

ぜひとも、浸透ますに限らず、ゼロの事業については検証するべきだと、提言をこ

こでさせてもらいます。 

また、先程、課長答弁の中で平成２６年からないという。去年の記憶だと、あっ

たかなと思ったのですけれども、なおさら悪いという。今年度の決算でゼロベース

というものが平成２６年からも同じような状態だというのは、そこまで検証しない

で放っておいたということの裏返しになるので、ここら辺は、もうちょっと真剣に

やるべきではないのかなという。 

自分は、そういう住宅関連の仕事をしているので、最近の傾向というのは、分離

で雨水の透水ますを設けるという方向性ではないのです。どうしても集中豪雨なん

かが出てきて、浸透し切れないとオーバーホールしてくるので、そのオーバーホー

ルの水を河川に流しているという。基本は透水ますにはなっているのです。なって

いるのだけれども、上部では雨水ますが排水できるような構造をお客さんに提案し

ているというのが現状なので。要するに、早く言えば補助金が世間の流れに追いつ

いていないという。また、世の中の気候変動にも追いついていないという。 

単なる地下水に雨水を浸透させるのに集中し過ぎていて、そこら辺の配慮も含め

た中で要項の整理等をして、充実した補助金を創設していっていただきながら提案

をしていただきたいとお願いしたいと思うのですが、そこら辺の現況との差異があ

ると思うので、答弁をもらいたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えをさせていただきます。 

こちらの雨水浸透ます設置事業につきまして、この補助事業でございますが、先

程来、今、現状の中で雨水浸透ますの設置については御理解いただいて進んでいる

というところがございまして、このような状況におきましては、平成２８年度をも

って補助要項については終了という形にさせていただいております。ですので、平

成２９年度の予算の中には、ないというところでございます。 

そして、議員の御指摘の雨水ますを設置した場合について、浸透だけではなくて

オーバーフロー分の流出も考えるべきだというところについては、そのとおりでご

ざいます。現状、今、雨水ますを設置した場合において、町の管理する水路、側溝

等に排出する場合の条件といたしまして、そういった雨水浸透ますの設置という中

で対応させていただいておりますので、御理解いただければと思います。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 
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副町長。 

○副町長（小澤 均） 

議員が御指摘された部分については、ごもっともだと認識はしています。予算を

組み立てるときにも、最近のそういう災害の、特に雨の豪雨の頻度、そういったも

のを考えた中では、開成町は全町フラットですから、ある意味、急激な雨が降った

ときに逃げ場所がないと。宅地に対して、農地であれば浸水、水のそういった保全

機能だとかというところはあるのですけれども、宅地にしてしまうと一気に表面の

水が河川に流れて、川があふれるといった原因にもつながると。基盤整備をやった

ところは雨水調整池などを設けていますけれども、それとは別に、過去のそういう

平成２２年の大雨が降ったときも、まだ南部地区は基盤整備が整えられていなかっ

たと。あそこのところが、和田河原開成大井線が開成南小学校のところですごく水

があふれたといったこともありました。 

広大な敷地面積のところで雨が急激に降ったりすると、今、申しあげたように川

の水が急激に増水してあふれてしまうといった状況を生むわけですから、そういう

ことの防止策として、やはり都市防災、災害に強いまちづくりを推進していく個別

の計画、それぞれ持っています。そういったものについても具体的に、今、お話し

された例えば雨水浸透ますも、そういった個別事業について位置付けがされている

部分がありますので。 

計画に持っているのだけれども、それがなかなか執行されていないというところ

については、予算のときに議論もするのですけれども、例えば、補助率をもっと拡

大しなければ利用が上がってこないだとか。ただ、一方では、住民の自助というふ

うな意識の中で、もう少し強く持っていただくということも必要な部分としてはあ

るのかなということで、特に補助の拡大とかというところには動いてきていません

けれども。 

先程の建築物の耐震診断、耐震改修、それから以前あった生け垣の設置補助です

とか、様々、延焼防止だとかという部分にもつながっている部分で、何かあった場

合に、そういったことの防止策として、あらかじめ補助制度を設けて取り組みをし

ていかなければいけないということは意識の中ではあるのですけれども、実体が伴

っていないといった現状があります。それを今後どのように扱っていくのかという

ことは、また予算編成の段階で、それぞれ所管課の中で、今までの実績等を分析し

た中で判断をしていきたいと考えています。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

９番、井上三史。 

決算書１２７ページ、備考欄１０、心の教室相談事業費３８万８，４００円につ

いて、お伺いいたします。説明資料５７ページの説明欄を見ますと、文命中学校に
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心の相談員を１名、週２回４時間派遣されたとのこと。相談件数が１９０件、多分、

延べ件数だと思うのですけれども、１９０件あったようですが、相談内容について、

教育委員会事務局はどの程度まで把握されるのでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

教育長。 

○教育長（鳥海 均） 

お答えします。 

これとは別に県のカウンセラーがいますので、そことの連携をとりながら、不足

している部分について心の相談員という形で週２日、お願いしているのですけれど

も。内容につきましては、主に適応教室に行けるかどうかの、いわゆる教室に入れ

ない子どもとか、あるいは友達同士で嫌な思いをしているとか。情報としては、毎

月１回、欠席７日以上の子ども、そういう子どもについて全て、どういう相談をし

たり、どんな担任が対応しているかという報告をもらっていますので、教育委員会

としては、その辺の掌握はしているのですけれども、主には指導主事に細かな報告

が行っていまして、指導主事から大きな問題についてはこちらに報告があります。

ですから、先程、言いましたように、１９０件が、継続している子どももいますし

単発の子どももいますので、カウンセラーとともに相談をしているという状況でご

ざいます。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

９番、井上です。 

いろいろな新聞報道等でも、子どもの相談については、かなりデリカシーになっ

ている時代が来ているのではないかなと思いますけれども、実際に１９０件の現状

について、子どもたちの行ってみての反応はどうなのでしょうか。要するに、今の

例えば教室に入れないとか、いろいろな相談に行って、行ったことによって子ども

はどう変わってきているとか、そういう子どもの変化というのでしょうか、その辺

のところはいかがでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

教育長。 

○教育長（鳥海 均） 

なかなかお答えになるかどうか分かりませんけれども、様々な心の悩みを持って

いる子どもがいるわけです。ですから、全く学校に来られない一番重度の子どもと

学校には来られるのだけれども教室には入れない子ども。それから全く自分が友達

関係で悩みがあって相談ができるという意思表示ができる子ども、様々なケースが

ありますので、なかなか最初はそういう話には子どもは乗っていかないのですけれ

ども、継続して、昨年まではずっと続いた先生だったので、前の年のことを繰り返

してやって復級した子もいます。 
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ですから、このケースだからこういうふうに改良したとはなかなか表現できませ

んけれども、ソーシャルワーカーとそれからカウンセラーと心の相談員と適応教室

の教師と担任という、非常に多くの先生の中で、自分の心が開けるのはどのチャン

スかというのは個々によって違いますので、良いケースの場合もありますし、なか

なか改善しないという場合もあります。 

今日もちょっと相談があったのは、うまく学校に行けるようになって良かったな

という形だったのに、今日になって、どうも教室に入れないのだということが情報

として入りまして、指導主事が昨年までの例を話しながら、何とか学校に来られる

ようにという、今、状態であります。今、この時期、中学の１年生が、そういう心

の悩みを持ってきている子が、今日現在、ちょっと多くなったという現状もありま

す。 

○議長（茅沼隆文） 

井上議員。 

○９番（井上三史） 

悩みを抱えている子どもというのは、裏側に発達障がいがあったり、様々な環境

とか、そういうものがありますので、いじめも含めて相談件数というのは年々、重

要な役割になってきているのではないかなと思っております。私といたしましては

週２回程度では、そろそろ間に合わない時代に入ってきているのかなと。ないしは、

中学校だけではなく小学校２校についても何らかの形で心の相談というものを考え

ていく時代が来ているように感じるのですけれども。もう少し回数を増やすか、あ

るいは時間をもう少し延ばしていくとか、そういうことを図るべき時期ではないか

なと思うのですけれども、その辺のところはいかがでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

教育長。 

○教育長（鳥海 均） 

大変ありがたい御意見、ありがとうございます。基本的には、やはり心の悩みが

担任が解消するということが一番望ましいと考えています。ですから、数を増やし

ながら、いろいろな立場の人たちがその子に寄り添うということは非常に難しいこ

とです。ですから、今は学校では担任が一番、その次は養護教諭がいますので保健

室に行って相談をする。その中で、心の相談員のところへ行ったらどうか、カウン

セラーに行ったらどうかとつないでいきます。ですから、一番は学級担任が親から

の連絡であるとか友達からの連絡で、この子はこういう悩みを持っているらしいよ

ということを担任が知り得るということが一番だと思いますので、必ずしも心の相

談員を増やすことが子どもの悩み解消につながるとはなかなか言えないかなと思い

ます。 

今、担任ができるだけ子どもと話をしたり、時間を共有できるように業務改善を

しながら、働き方を学校として子どもたちといれる時間を増やしていこうと。その

ことが一番、子どもの心のよりどころとして担任が力になれると考えているのです
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けれども、なかなか、そこのところはうまく改善しない例もあるということが実情

でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

それでは、ここで一度、暫時休憩にいたしましょう。１５５ページまでの質疑がある

方は、休憩後に質疑漏れを設けますので、そのときにお願いしたいと思います。  

それでは、これより暫時休憩いたします。再開を３時ちょうどといたします。  

午後２時４６分 

○議長（茅沼隆文） 

 再開いたします。 

午後３時００分 

○議長（茅沼隆文） 

それでは、歳入歳出の質疑漏れ、また実質収支に関する調書、財産に関する調書

まで全般にわたる質疑を行いますが、質疑漏れの方はいらっしゃいますか。  

それでは、順次、質疑を行います。最初に質疑をされる方、どうぞ。 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

決算書９０ページ、説明資料４４、４５ページ、児童福祉費についてお聞きした

いのですけれども、この中の項目の中で、ひとり親家庭等医療費助成事業費とある

ではないですか。それと３の部分では小児医療費助成事業費というのがあると思う

のですが、ここら辺の絡みで聞きたいのです。例えば、ひとり親家庭のほうで医療

費の自己負担分を助成しているという部分でカウントされて、小児医療のほうでも

カウントされているのか、そこら辺の区別的な部分。当然、これ、いろいろなルー

ルにのっとって補助されていると思うので、そこら辺の部分の説明をお願いします。 

○議長（茅沼隆文） 

子ども・子育て支援室長。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

お答えいたします。 

ひとり親家庭等医療費助成事業と小児医療費助成事業との関係でございます。こ

ちらについては、基本的には違う事業になっておりまして、ただ、対象者について

は、ひとり親のほうは文字どおり、ひとり親家庭の方のお子さんと保護者の方が対

象になりまして、したがって、対象の捉え方としては世帯という対象の捉え方にな

りまして、世帯単位で医療証を発行してございます。それに対して、小児医療費助

成は対象のお子さん、所得制限等はございますが、対象のお子さんに対して一人ず

つ医療証を発行してございます。 

この二つが重複することがあるかどうかということなのですが、そちらはござい

ません。基本的には、ひとり親家庭等の該当の方は、小児医療費の該当にならない

と。ただ、ひとり親家庭が、なぜならば保護者の方も該当になりますので、そちら
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のほうが住民側にとっては有利な条件になりますので、そういった家庭がある場合

には、ひとり親家庭の医療費助成制度のほうをあっせんして手続を進めていくとい

う形で進めております。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

考え方の問題なのですけれども、制度そのものがそういうルールになっているか

らいたし方ないと言われれば、それまでなのですが、要するに、小児医療費という

のは、ひとり親家庭ではなくても全ての、所得制限はあるにしても、補助があるわ

けではないですか。ひとり親家庭というのは、ある意味、生活保護とは言わないで

すけれども、そういう分類の中で補助があるわけではないですか。だから、そこの

部分である意味、差別という言い方はちょっと違うとは思うのですけれども、でき

れば小児医療費のほうが優先して、それに補う形、それ以外のこぼれている部分を

ひとり親家庭の事業で補助をするという考え方の意識のほうが自然ではないのかな

と感じたもので、そこら辺の制度そのものがどういう基準になっているのかなと、

ちょっと疑問が出たものでお聞きしたのですけれども、国からのそういう指導があ

るのか、位置付けの仕方がこうなっているのだから仕方ないのだよというのか分か

らないですけれども、そこら辺、もう少し詳しく教えていただきたいと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

子ども・子育て支援室長。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

お答えいたします。 

基本的には、両事業とも、支払った医療費と審査手数料の２分の１を県が補助す

るという制度になってございます。ただ、県の対象が小児医療の場合は実際の助成

とずれているといった状況はございますが、そういった状況がございますので、ま

ずは県の補助制度という意味でいうと全県統一した考え方になっております。した

がいまして、小児医療費でこぼれた人でということ、結果的にはそういう形にはな

るのですけれども、ひとり親家庭等の経済的負担を手厚く支援するといった意味で

は、現行の制度で成り立っているという状況で御理解いただければなと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

ほかに。 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

決算書７１ページ、説明資料は３６、３７ページでございます。総務費、目、協

働推進費、８番の協働のまちづくり推進事業費のところでございます。４２万３，

６００円、説明欄の中に協働のまちづくりを一層進めることを目的としてというこ

とで、町民が企画・立案し実行する事業に対して支援をしてきたと。そして、平成
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２８年度は７団体の事業があったと。まず、７団体の事業展開について、どういう

ふうに町は分析結果等されているかという点と、あと説明欄の中で、この事業展開

を平成２９年度までを時限に資金的な支援をするということで、本年度で終わりに

すると言ったら変ですけれども、そういう文言かと思いますが、これは大変に重要

な施策展開だと私は考えまして。平成２９年度までと時限を切っている、この辺の

要因について、二つの点について答弁願います。 

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

それでは、御質問にお答えします。 

町民活動応援事業の制度についてということであると思います。まず、１点目の

７団体に対する支援ですとか、そういったものの取り扱いでございますが、こちら

は、最初に５月に審査会で７団体、こちらを採択しまして、その後、補助金を交付

して、自主的に活動していただいているというところでございます。団体からは、

当初、申請書の中で事業計画を上げていただいておりますので、こちらの自治活動

応援課としましては、できるだけ多くの方に参加をしていただいたり公益性のある

事業ということが対象となっておりますので、広報活動もしながら、進捗状況など

も確認しながら支援をしているというところでございます。 

年度の最後になるのですけれども、３月には報告会ということで、活動団体の皆

さんに集まっていただきまして、それぞれの団体で活動の報告をしていただきます。

そこで、それぞれの団体がどのような活動をしているのかということの共有化を図

りましたり、また参考にして協働の部分をやっていこうという、お互いに話したり

という部分がございます。そういったところで、年間を通じて交付金を、財源的支

援ということではございますけれども、それ以外にも団体に接しながら支援をして

きたというところでございます。 

もう一点目の時限についてでございますが、こちらは、最初が平成２４年から３

年間の時限で、平成２４、２５、２６年で進めてきたところでございます。そこで、

平成２６年度の段階で、まだ、もう少し新規に事業を起こそうとか、協働の取り組

みをしてみようという団体にも引き続き支援が必要ではないかという部分と、これ

までやってきた部分、また、さらにそこを継続していただく、もう少しやっていた

だこうというところで、３年間、時限を延長しまして、制度もステップアップコー

スとスタートアップコース、それぞれ二つに分けて、平成２７、２８、２９年の形

で３年間延長したという形でございます。 

助成制度というのも、一定の目的の中で時限を定めてやるというやり方は、よく

手法としてはございますので、この期間の中で団体のほうも育っていただきたいと

いう思いも含めて時限を定めているところもございます。今後、団体のほう、協働

のまちづくり推進を進めていくという上では、財政的支援のほかに、これまでもお

話をしているようなところがございますけれども、場所を提供していくという形の
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事業展開に形を変えていきたいと思ってございます。県内でも、活動サポートセン

ターということで設置をしている市町村もいくつかございますので、そういったと

ころを参考に、今現在、検討もしているところでございますので、そちらの形での

対応としていきたいと考えてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田せつよです。 

また３年ということで、ステップアップコースとかスタートアップコースという

形で、トータルして６年間ということであったわけでございますが、実は４月、５

月に集中的に複数の新住民の方から、こういう団体を立ち上げたいという御相談が

続けざまにございまして、特に夏休みに関しましては、その一つの団体の方が自腹

を切って、きゅうきゅうとなりながら施策展開を繰り広げたところを目の当たりに

したわけでございます。 

先程、場所の提供と言うことで、それは大変に好ましいことであろうかと思いま

すが、近隣を眺めますと、まだまだ、やはり財政的な支援を続けているというのが

近隣の市・町の状況だと認識してございます。検討の中に財政支援も、今までのよ

うな金額ではなくて、例えば、財源をダウンした形でも、とにかく財源の検討につ

いてのお考えはございますでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

町民サービス部長。 

○町民サービス部長（石井 護） 

今、この場でのお答えとすれば、ないというのが結論でございます。先程も課長

から申しあげましたとおり、公益性があるというか、それだけではないですけれど

も、そういった団体の育成、いわゆるインキュベートというような形の中でスター

トして、一回延長して６年という形ですので、今度の段階とすれば、サポートセン

ターですとか、そういった物理的な支援といいますか、そういった中で行っていく

という形の方針でありますので、今、現時点では、そういった延長するとかという

方針はないということです。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

ここに説明欄にございます協働推進会議と。この中で、平成２９年度で一応、時

限的に終わりにするという、この件に関して議題が上がっているのかどうか、また、

その辺のこともお聞かせください。 

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 
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御質問にお答えします。 

協働推進会議につきましては、条例による設置の組織でございまして、協働を進

めるための見識者、公募の方に委員になっていただいております。委員会も決算書

に書いてありますが、平成２８年度は１回、行っております。今年度、平成２９年

度もこれから会議を予定しておりますが、先日、ワークショップという形で、実際

に町内で活動されている方々に集まっていただきまして意見交換みたいな形で、ど

ういうサポートセンターが良いかという、必要かという御意見をいただいたような

ところもございます。そういったところも踏まえまして、これはそれだけを対応と

した会議ではございませんけれども、会議の議題の中で上げていきたいとは考えて

ございます。 

それから、先程サポートセンターの場所に変えてというところでございますが、

そこの場所がただ使えるというだけではなくて、そこは団体の方が情報共有をした

りとか、また、そこを拠点にいろいろなソフト事業だとか、そういったこともでき

るのではないかと考えておりますので、支援につきましては、そこを拠点に金銭的

なものではないのですけれども、できるのではないかと考えてございます。  

○議長（茅沼隆文） 

４回目です。最後に、どうぞ。 

○４番（前田せつよ） 

新住民の方、複数からの御意見があったということをぜひ考慮いただいて、今後

の検討の中に多少でも組み入れていただきたいと期待して終わります。  

○議長（茅沼隆文） 

副町長。 

○副町長（小澤 均） 

協働を推進していくという町の一貫した方向性というものは、総合計画の柱の一

つにもなっているわけですから、その取り組みを止めるということはありません。

ただ、今まで制度設計として、例えば、環境ですとか子育てですとか様々な分野の

中で、自発的な活動に対して、限られた年次の中で活動原資をある意味、補助しな

いとなかなか動けないというお声をいただいた中で制度設計を考えました。  

今、説明があったように、今後のさらなる発展を考えると、そういう人たちが活

動の状況をお互いに共有したり連携を図ったり、そういうことによって、さらなる

活発化を促すということで場所の確保、サポートセンターを構築していくというこ

とも考えていきたいと思っています。 

ただ、活動原資の関係については先程、部長の答弁の中では、考えにはないとお

答えをしていますけれども、今後のある意味、また御要望をいただいた中で、例え

ば、子育て支援を充実していくという観点で活動が様々、個別に官民連携の事業、

そういったものに御協力をいただけるという団体等があれば、要は、そういう個別

の所掌するところの中で制度設計を考えていくということはあろうかと思います。

この制度をサンセットすることに伴って、それぞれの分野の中でそういう補助制度
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を検討するということは、また考えていければと思っています。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑は。 

佐々木議員、どうぞ。 

○１番（佐々木昇） 

１番、佐々木昇です。 

決算書４０、４１ページ、説明書２４、２５ページ、款、諸収入、目、雑入の１

９番、小水力発電設備売電料のところでお伺いいたします。小水力発電、整備され

た当初、計算式１．３キロワット、１０時間、２８０日、３４円ということで、１

２万３，７６０円というような年、売電料の試算を出していただいたのですけれど

も、今回、３０万５，１７２円と大きく売電料が増えていますけれども、この辺の

要因というのをお聞かせください。 

○議長（茅沼隆文） 

企画政策課長。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

お答えをさせていただきます。 

今、数字をおっしゃっていただいたのですけれども、今回の予算の積算につきま

しては、平成２７年度の実績をベースといたしまして、大体、月あたりの売電料と

いうことで２万８，０００円を算出して、その１２カ月ということで３３万６，０

００円を見込んでいた状況でございます。そのうち１１月から２月にかけまして、

要定川の護岸工事、これによりまして水路の減水があったということで、逆に３０

万５，０００円強の収入にとどまったということで認識してございますが、年間で

通水の状態、それと発電量、それが理論値を超えた状態で発電をしている状況もご

ざいますので、想定よりは、そのような要因から、売電の部分としては上がってい

るという認識ではおりますけれども、結果としては歳入部分では不足分が出てしま

ったということでございます。 

○議長（茅沼隆文） 

佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

今後も、この３０万円ちょっとぐらいの感じで安定的に売電料が出てくるという

認識でよろしいのでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

行政推進部長。 

○行政推進部長（秋谷 勉） 

先程、岩本課長の答弁の中にもありましたけれども、要定川の工事で減水したと

か、そういう要因が、自然の要因も含めまして、要因がありますので、例えば、２

７年の決算は２３万１，０００円でございますので、安定的にということまでは言
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えないということは、ここで申しあげさせていただきます。 

○議長（茅沼隆文） 

佐々木議員。 

○１番（佐々木昇） 

分かりました。 

それと、設置当初、設置後の取り組みに向けてというところで観光面、この辺も

うたわれまして、町のシンボルとして、あじさいまつり等のイベント、この辺を通

じて町を積極的にＰＲ、また文命用水に設置した水車形式の違う二つの小水力発電

施設を神奈川県とともにアピールするということで、視察研修がもたらす食事等の

経済効果、この辺も図りますということでしたけれども、この辺、視察とかは平成

２８年度は来られたのか。この辺と今後、そういったＰＲというか、観光面で小水

力発電の取り組み、この辺についてお伺いします。 

○議長（茅沼隆文） 

企画政策課長。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

それでは、お答えをさせていただきます。 

視察の関係ということでございますが、平成２８年度におきましては、ＮＰＯ法

人をはじめ中国のテレビ局の取材、また東京都の日の出町議会の視察等をいただい

ているということがございます。また、昨年度、小田原市で「地域が元気になる脱

温暖化」の全国大会が開かれたということで、そちらに参加された方々をお招きし

て小水力発電を御見学いただいたということもございます。また、直近におきまし

ては、ドイツ人の大学生の方が留学生として２０人程視察に見えられたということ

もございます。 

観光面ですとか経済的な波及ということで活用していくということについては、

なかなかハードルがある部分もございますけれども、逆にある意味、興味を持って

いる方は潜在的にはかなりいらっしゃるということです。 

先程も申しあげたように、小田原市で環境問題を考える全国大会が開かれるなど

というところには、我々も積極的に出向いて、そちらの実行委員会等に参画して、

そういう方々とのパイプをつくっているということを重ねながら小水力発電に興味

を持っていただくようなことをしむけて、開成町に来ていただいて、その上で交流

人口を増やすなり、来ていただいたときに経済的にある程度お金を使っていただく

ということにつなげていければいいなと思っていますし。 

また、なかなか単独で小水力発電だけを目的に人を呼び込むということ、そこは

かなり難しいのだろうと思いますので、各種事業とも連携して、また広域的な視点

からでも連携を考えながら、今後の活用については展開を図っていきたいと考えて

ございます。 

○議長（茅沼隆文） 

それでは、次に下山議員、どうぞ。 
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○７番（下山千津子） 

７番議員、下山でございます。 

決算書８１ページ、説明資料３９ページの９番目の地域福祉推進事業費の中の町

内巡回バス車両購入費で３５３万４，９１４円が計上してございますが、バスの運

行が４便から６便に増えたことで、町民の皆さんの声をお聞きいたしますと、待ち

時間が短縮されたとか、病院とかお店とか、あと役場にも便利に来られるようにな

ったというお声をたくさん聞いてございます。大変好評でございました。私も評価

はしているのでございますが、町としての全体の評価と今後の展望はどのようにお

考えか、お聞きいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

福祉課長。 

○福祉課長（小宮好徳） 

それでは、お答えさせていただきます。 

議員のおっしゃるとおり、今年度からバス２台体制ということになりまして、６

月号のおしらせ版等でも掲載させていただきましたけれども、住民の方がたくさん

乗ってございます。昨年度より、伸び率というのは相当なものでございます。その

辺に関しましては、また議員の皆さんに結果的なものは今年度、お示しさせていた

だきたいと思いますけれども、こちらのバス、２台体制ということになって、きめ

細かい住民の要望に応えるようにできたかなというところは、うちのほうで考えて

ございます。 

今の状況をさらに上げるために、また今後もいろいろ、皆様の御要望とか、その

辺を加味しながらやっていきたいと考えてございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番議員、下山でございます。 

町内の巡回バスの試行結果など、あとは平成２９年度の本格運行については、平

成２９年の２月に議員にお示しをいただいているわけですが、そのときに平成２８

年の４月から１月までは１日平均の利用者が２３．２名ということの資料提供をい

ただいてはあるのですけれども、現在、４便から６便に増えたということで、町民

の中にもとても好評ではございますが、当初、北部地域の足ということの目的の事

業であったと認識してございますが、北部地域の方の利用数が統計的に見ても少な

いわけでございます。人口が少ないという地域ですので無理もないことでございま

すが、なるべく北部地域の御意見なども聞きながら利用促進に向けた施策をお考え

になっていただければありがたいなと感じているのですが、その点は今後、どのよ

うにお考えでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 
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下山議員。今日の議会は決算に対する認定をどうするかという審議ですので、こ

れからの話ではないと思います。よって、今の質問は適切ではないと思いますが、

質問される気持ちは分かりますので、福祉課長、いかがですか。では、お願いいた

します。 

○福祉課長（小宮好徳） 

それでは、お答えさせていただきます。 

先程、２３．２人というところでお話がございますけれども、現時点では４０人

近くなってございます。北部の方の御意見をというところでございますけれども、

２台体制になる前、この前もちょっとお話しさせていただきましたけれども、金井

島、岡野地区の自治会に、私、ちょっと赴きまして、以前ですけれども手を挙げて

というところがございましたので、そこはなかなか難しいというところで、バス停

とか、その辺を加味したいというところで、バス停も今年度から増やしているとこ

ろでございます。 

まして、場所もここはやめて、こちらにしてくれという御要望もございましたの

で、その辺も加味して今は運行しているところでございます。先程、北部地区の方

がなかなか少ないというお話でございましたけれども、その辺、また自治会で、こ

こで停留所の場所とかを変更しましたけれども、また御意見をいただきながら運行

していきたいと考えてございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

重ねて、もう一回、御案内いたします。ただいまの質疑の時間は、平成２８年度

の決算の歳入歳出に対する質疑漏れ、また実質収支に関する調書、財産に関する調

書までの質疑でございますので、心していただきたいと思います。 

それでは、質疑をどうぞ。 

前田議員、どうぞ。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田せつよでございます。 

本書は１４７ページになります。款、教育費、備考欄の中の図書室運営事業費の

中の図書返却ポスト購入費ということで６万４，８００円、これは駅前の窓口コー

ナーに設置されたポストかと認識しての質問をさせていただきます。この効果はど

のような形で、また、どのような反響があったのか。その辺、詳しくお伺いいたし

ます。 

○議長（茅沼隆文） 

教育総務課長。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

では、お答えしたいと思います。 

こちらにつきましては、「ぷらっと・かいせい」の入り口のところに返却ポスト

ということで設置をしてございます。設置しましたのが昨年、平成２８年の１１月
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１５日から設置しておりまして、原則としまして週３回、月・水・金を回収日にあ

ててございます。 

昨年の１１月からということでございまして、昨年度でございますと今年の３月

までの実績といたしましては、回収日数としては３４回でございます。返却された

冊数としては３２０冊ということで、割り返しますと、１回あたり９．４冊回収し

てございます。このうち児童書ですとか絵本、子ども関係のものが３２０冊のうち

の１４９冊という状況でございます。 

ちなみに今年度の分につきますと、４月から８月の分ですけれども、計６１回の

回収で返却数は４８６冊ということで、今年度に入ってからは１回あたり７．９冊

の回収ということでございます。４８６冊のうち児童書については２６５冊という

ことでございますので、実績はこのようなことでありますので、皆さんに結構は数

の御利用をいただいていますので、好評ではないかという分析はしてございます。  

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

私も、町民の方から大変便利であるということでお声が届いているところでござ

います。そこで、月・水・金、週３回の回収作業をしているという、せっかく回収

作業をするのであれば、例えば、町民センターにあります図書室で予約をした本を

「ぷらっと・かいせい」内の窓口で受け取れないかという御要望もあるわけですけ

れども、この辺を加味した形で、どのようにお考えでございましょうか。  

○議長（茅沼隆文） 

教育総務課長。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

お答えしたいと思います。 

今、予約というお話でしたけれども、回収にあたりましても、職員がその日に行

くということは決まっているのですけれども、空いた時間といいますか、そういう

のを見計らって外へ出る機会を狙って行っておりますので、なかなか、そういうと

ころには御要望に添えないかなというところでは実際としてはあります。  

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

職員が空き時間にということで本来、予約というのは、ある程度の時間の猶予も

加味した形で予約をしているという経緯がございますので、今後、検討課題の一つ

として、ぜひとも取り上げていただきたいということで質問を終わります。  

○議長（茅沼隆文） 

ほかに。 

山田議員。 
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○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

決算書１０４ページ、農林水産業費の町の花あじさい維持管理事業費について、

お聞きしたいと思います。入札結果報告書の中で気がついたことを質問したいと思

います。 

入札日については６月２７日、平成２８年に行っているということで、契約工期

が平成２８年６月３０日から平成２８年の８月５日ということで示されております。

事業概要を見てみますと、あじさい剪定ボランティア実施時の剪定枝等の収集・運

搬・廃棄ということで明記されておるのですが、実際問題、あじさいまつりが終わ

って剪定ボランティアが入るではないですか。それが今回、平成２８年でいえば７

月１日だと思うのです。そこでボランティアの方たちが剪定したものをここの落札

した業者が回収して廃棄するという流れの内容だとは思うのですが、先程、言って

いた入札日も絡めた中で、無理があるのではないのかなという。 

業者が３者、指名の中で入ってきているのですが、事前に「あなた、落とすんで

しょう」とか、そういうのをしているのだか分からないです。仮に不調になった場

合に、６月２７日に入札をしているわけですから、７月１日、どう見てもタイト過

ぎて、もし落ちなかった場合に混乱が起きるのではないのかなという感じがするの

です。 

今後については、入札日が、なぜこの日なのかという疑問を１点聞きたいのと、

もしあれでしたら、もっと前倒しした中で業者の選定を早めたほうが良いのではな

いのかなというところに行き着いたのですけれども。ここら辺の、事情的なものが

あるとは思うのですけれども、説明を願いたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

質問にお答えさせていただきます。 

御指摘のとおり、６月の末に入札をして、実際に行われるあじさい剪定ボランテ

ィアが７月１日と。落札が不調に終わったらどうするのだという御指摘でございま

した。議員が御指摘のとおり、当然、入札契約というものを早めるべきであったと

ころですけれども、平成２８年度はそこが遅くなってしまったというところが正直

なところでございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

経過的な部分では指摘のとおりという答弁をいただいたのですが、今後の課題と

して、どのような対応をしていくのかというのをセットに答弁を願いたいと思いま
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す。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

担当がころころ変わっていたというところも理由にはならないのですけれども、

このようなことを年度当初、事業執行に向けて前年度の反省を踏まえながら実施し

ていきたいと考えてございます。 

○議長（茅沼隆文） 

石田議員。 

○５番（石田史行） 

５番議員、石田史行でございます。 

決算書１２２ページ、１２３ページ、説明資料では５４ページ、５５ページ、災

害対策費の４番、災害対策推進事業費について伺いたいと思います。説明資料を見

ますと地震災害時に必要な資機材及び備蓄食糧等の物資の整備を実施したというこ

とでございますけれども、この中で特に私が気になるのは備蓄食糧、具体的にどう

いったものになっているのか、まず、それを確認させていただきたいと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

危機管理担当課長。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

石田議員の御質問にお答えさせていただきます。 

備蓄の食糧の関係でございます。平成２８年度につきましては、アルファ米５０

人分を３０箱程購入させていただいております。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

石田議員。 

○５番（石田史行） 

それは歳入のところにも載っておりましたけれども、いわゆる県の補助金でアル

ファ米を１，５００食、購入されたということでよろしいのかということと、私が

今回、伺いたいのは、アルファ米というのは一応、賞味期限があるかと思うのです。

購入した年間の間で例えばカレーをつくって全部使い切っているのか、それとも余

らせるというか、賞味期限の範囲で随時、少しずつ積み立てているということにな

っているのか、アルファ米の管理、これがどうなっているのか伺いたいと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

危機管理担当課長。 

○危機管理担当課長（渡邊雅彦） 

アルファ米の管理、運営の方法について、御説明いたします。 

アルファ米につきましては、５年保存という形がほぼ一般的になっております。

こちらにつきましては、台帳をつくりまして、何年何月にこちらが賞味期限になる
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かということでつくらせていただいております。こちらは、実は、防災訓練の際に

各自主防災会が、各自治会ごとの訓練がございますが、そこで期限が間近に迫った

もの、こちらを食料として供出させていただきまして、そこで御希望があられる自

治会にお渡しいたしまして、それを炊き出し訓練等に使っていただきまして、また

新しいものを購入するという、そんな形のサイクルをつくっております。  

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

石田議員。 

○５番（石田史行） 

アルファ米の管理というか、利活用というのですか、について、確認をさせてい

ただきました。防災訓練のときに賞味期限が近づいたものを随時使っているという

ことで確認をさせていただきました。 

これは可能であればなんですけれども、教育委員会に御提案をさせていただきた

い、お答えいただきたいと思いますけれども、例えば、子どもの給食にアルファ米

を活用していただいて、子どもたちの災害の啓発に使っているという自治体がある

ようなのです。そういったことを、うちの町もひとつやってみたらどうかなという

御提案なのですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（茅沼隆文） 

教育委員会事務局参事。 

○教育委員会事務局参事（加藤順一） 

先程、危機管理担当課長から自主防の訓練でそういったサイクルを既につくって

いるといったところがありますので、それに重ねて、まだ余剰があるよというお話

がありましたら、そういったことも検討させていただきたいと思います。  

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はありますか。 

星野議員、どうぞ。 

○１０番（星野洋一） 

１０番、星野洋一です。 

決算書１４７ページ、説明書では６２、６３ページの社会教育総務費の中の６番

の放課後子ども教室推進事業費について、お伺いいたします。これは、決算が１８

９万５６円となっております。子どもたちの安心・安全な活動拠点として、開成小

学校では３０日、開成南小学校では３１日開催され、延べで４，２７０人が参加し

ている事業でありますが、大半が報償費となっておりますが、お手伝いしてくださ

る方、これは何名いらっしゃって、１回について、どのくらいの方がお手伝いされ

ているのか、お伺いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

子ども・子育て支援室長。 
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○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

お答えいたします。 

放課後子ども教室にかかわっている大人の人数ということでございます。人数に

ついては、若干、時期によっても、その日の御都合のつく方の状況によっても前後

するということでございますが、おおむね十数人のサポーター、それから一人のコ

ーディネーターという形で常時確保しておりまして、毎週水曜日ということで週１

回やらせていただいています。その水曜日にどうしても御都合がつかない方は出ら

れないという状況もありますが、常時、大体１０人前後の大人が見守る中で活動を

展開しているということで、２会場それぞれ、そういった状況ということで御承知

おきいただければと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

２会場でということで、開成小学校では述べが１，７４１名ですので、大体１回

５８人ぐらいですか。開成南小学校では２，５２９人ですので、８１名ということ

になります。心配なのは、この人数で怪我がないように見守ることができるのか、

対応がしっかりできているのか、その辺のことをお教えください。 

○議長（茅沼隆文） 

子ども・子育て支援室長。 

○子ども・子育て支援室長（中戸川進二） 

お答えいたします。 

まず、支援の人数がそれで足りているのかというところで、一つの観点として比

較対象として申しあげておきたいのが、この事業については県の補助金が入ってご

ざいます。県の補助金の基準で申しあげますと、１会場あたりコーディネーター１

人、それからサポーター３人ないし４人ということで、それが上限という形になっ

ています。それが県としてのスタンダードな考え方という形になっております。そ

れに対して、先程、申しあげたとおり、開成町では１会場あたり１０名前後を常に

つけているというところで、見守りの体制としては十分な体制をとっているのかな

と考えております。 

ただし、お子さんたちの活動というのはなかなか予想を超えた部分もございます

ので、小さな傷というのは常時起こり得るような状況にありまして、実際に起こっ

ております。ただ、その場合に大切なのは、起きた後の対応をきちんとするという

こと、それから起きたことに対して防止策をきちんと皆さんで考えていただいて、

私どもも一緒に考えていく中で、再発防止に向けて徹底していくということが大切

かなと考えております。 

○議長（茅沼隆文） 

教育長。 

○教育長（鳥海 均） 
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若干、補足をさせていただきたいと思います。 

サポーターは、ただ見守っているだけではなくて、ここ３年間やった経過の中で、

絵を教えてもらいたいとか、遊びを教えてもらいたいとか、算数を見てもらいたい

とか、様々な子どもたちのニーズに適応するために指導員を探したりしていますの

で、先に室長が言われたように１０名全部が同じように、ただ安全見守りという形

ではなくて、それぞれが子どもたちと交流をしながら有意義な時間帯を過ごすとい

うことで今は取り組んでいます。 

今後、平成３１年からは放課後児童クラブとの合体も考えていますので、毎日行

うためには、どういうプログラムがあるかということを参考にしながら、今、試行

的にいろいろなことを教材として取り組んでいるという状況です。 

○議長（茅沼隆文） 

星野議員。 

○１０番（星野洋一） 

１０番、星野です。 

対応と防止策、大変大切だということが分かりました。子どもたちの、これから

もニーズに沿って、安心できる子どもの居場所づくり、その辺をよろしくお願いし

たいと思います。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

決算書１４８ページ、教育費の中の保健体育費、開成水辺スポーツ公園管理事業

費について、お聞きしたいと思います。説明については、年間利用者数については

１１万３，７１５人、前年対比では５，０２１人が減ったという報告をもらってお

ります。この減った要因というのは何であるのか、説明を願いたいと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

御質問にお答えします。 

平成２７年度と平成２８年度の年間の利用者数、こちらを比較しまして、全体で

５，０２１名が減ったというところでございます。この中で、いろいろ施設がござ

いますが、特にパークゴルフ、こちらの利用者が６，４７０名減ったというところ

が大きいものです。それ以外のものですと、全体で逆にその分、１，８００増えて

いるというところがございますので、一番の理由としてはパークゴルフ場の利用者

が減ってしまったというところでございます。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 
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○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

開成水辺スポーツ公園については指定管理者制度という中で、１，６００万円の

指定管理料を支払った中で、民間の良いところを採用しながら利用率を上げていく

という部分があろうかと思います。そのような中で、今、課長答弁の中では、要因

としてパークゴルフで６，０００人減という報告をいただいたところなのですが、

果たして、このままで良いのかというところに行き着くと思うのですが、利用者減

に至ったのは、この決算で知ったわけではなくて、当然、今年度予算を組むときに

は対処はとられているとは思うのですが、利用率が減ったということに対して、結

果的に対処策というのが議論されているはずだと思うのです。そこら辺の流れ的な

部分、果たして指定管理者を入れているメリット的なものがだんだん薄れてきてい

るものなのか、そこら辺の検討内容がありましたら報告を願いたいと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

御質問にお答えします。 

水辺スポーツ公園に関しましては、指定管理者制度のもと、民間でのアイデアで

すとか技量というところを取り入れて運営をしているというところでございます。

パークゴルフ場以外の部分ですと、例えば、サッカー場なんかですと、特に能力を

発揮してグリーンの芝、こういったものの管理はやっている部分で、サッカー場で

すとか、そういったところの施設は伸びているというところでございます。  

指定管理者からは、毎月、利用の状況というのは報告をもらっていまして、利用

者の部分が決算で、ああ、こんなに減ってしまったということではなく、定期的に

報告であったりとか、定期的な担当者間の打ち合わせ等もしておりましたので、そ

ういう状況であるということは把握していたところでございます。何とか策という

ことで考えますと、例えば大会をやるだとか、そういったことも考えたりしながら

やってきたところです。 

指定管理者のアイデア等をいただきながら、また、その辺は今後も取り組みをし

ていきたいと考えておりますので。なかなか簡単に向上という部分は難しい部分も

ありますけれども、その辺、分析等も考えながら進めていきたいと思っています。 

○議長（茅沼隆文） 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

大変厳しいことを言うのですが、何か指定管理者を擁護しているように聞こえる

のです。まず最初に、今、答弁で言ったのは、指定管理者が行っている良いところ

を言っているわけではないですか。結果的に数字として５，０００人ちょっとの数

字が減ということは、やはりニーズが合っていないという結果が出ているわけでは
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ないですか。課長が今、言われるように、何か大会を開いたりとか、そういう提案

があるのであれば、大会が開けるような形で誘導をした中で、こうならないように

していくという。それが定期的な報告の中で、先が読めるわけではないですか。今

の答弁だとそれを怠ったとしか思えないのですけれども。 

やはり、こういう助言を言いながらも指定管理者がアイデアを出してこなかった

という結論であれば、次の指定管理の指定をするときに、今の業者ではだめではな

いかというような議論も、この先の部分で有効に活用できてくると思うのですけれ

ども、何か今の答弁だと、行政側から脱皮していなくて、管理者が下請のような位

置づけの中で、規制に縛られているのではないのかなという観念にとらわれるので

すが、課長の力量の中で民間の良いところを引き出せていないのかなと感じたので

すが、その点、どうでしょうか。ちょっと厳しいことを言わせてもらっているので

すけれども。あくまでも民間に委託して、今まで直営でやっていたもの以上のサー

ビスを提供するという観点で今、意見を言わせてもらっていますので、答弁のほう、

よろしくお願いします。 

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

結果としまして５，０２１名という数字が出ておりますので、このあたりは、今

の指定管理者との指導であったりという部分というのは、もう少し対応も前向きに

進めていきたいと思います。できていたか、できていないかと言われますと、結果

はこういうことになっておりますので、そのあたりの分析はしながら取り組んでい

きたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

もう一度、どうぞ。山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

端的に聞かせてもらいます。数字の積み上げというのは、今分かったことではな

いので、今年度に対して対処しているのか。今、ここの質疑の中で、今後、考えて

いきますとなると、さらに１年遅れてくるので、当然、対処はしているのだとは思

うのですが、そこら辺、決算とはちょっと違うのですけれども、最後に聞かせてい

ただきます。 

○議長（茅沼隆文） 

自治活動応援課長。 

○自治活動応援課長（遠藤直紀） 

パークゴルフ場の利用者の関係につきましては、正直なところたまたまほかのと

ころが多かったのですけれども、減っているという状況はございます。理由としま

して、新たな方が増えていないというところがございます。そういったところの着

眼については、例えば教室ですとか、初心者が出られるような大会ですとか、そう
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いったものをやっていこうという考えも、この辺は指定管理者と調整をしてやって

おります。 

あと、指定管理者のアイデア等の状況を見た中で、通常ですと複数人でプレーを

するということがあるのですけれども、ほかのパークゴルフ場の事例なども倣って

一人でもプレーをできるというようなところ、これは一つひとつ積み重ねなのです

が、そういったところもできるパークゴルフ場ということで、次のおしらせ版に掲

載する予定でございますが、一人プレーということを午後からのみであれば認める

という取り組みもしていくところでございます。 

そういったところで、利用者のニーズですとか、これがどのぐらいというのはあ

りますけれども、そういったところを一つひとつやっていくということで考えてご

ざいます。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに、まだありますか。では、あと質疑漏れの方はお二方でよろしいですか。  

それでは、前田議員、どうぞ。 

○４番（前田せつよ） 

４番、前田せつよです。 

本書１１９ページ、説明書は５２、５３ページ、款、土木費、目のところで公園

費のところでございます。決算書の中の備考欄にロマンスカー塗装修繕工事費とロ

マンスカーテント撤去工事費ということで、ロマンスカー関連のところで２７８万

１，０００円の決算の報告がなされているわけで、テントを外したということで、

近隣の町民からはさっぱりしたとかということで、いろいろ良い評価が出ているわ

けでございますが、これを執行したことによっての、町はどのようにこの辺を考え

ておられるのか。また、決算書の説明のときにモニュメントということも鑑みると

いうお話も課長から御説明があったように記憶してございますが、その点も加味し

た形での答弁を願いたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えさせていただきます。 

ロマンスカーにつきましては、平成２８年度、ゴールデンウイーク前にテントを

撤去させていただきまして、またロマンスカー自体については補修、そして全面的

な塗装ということをさせていただきました。これにつきまして、設置してから１５

年という経過があった中で、新たな利活用を進めていきたいというところで、テン

トの老朽化も含めた中で展示方法を変えてきたというところでございます。  

こちらについては、今後の利活用について、さらに進めていきたいということに

ついては、過去、何回かお話しさせていただいているところでございますが、その

中で、ロマンスカーに関する団体、また町の関係課等も含めた中で、どういった利

用ができないかという、今後、いろいろな部分でロマンスカーを使っていきたいと
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いう中で、打ち合わせも平成２８年度中、２回程ですけれども、打ち合わせ等をさ

せていただいたところでございます。 

この中で、まず１点目については、ロマンスカー自体が従前、テントが覆ってい

たということでは、周知が十分されていないということについて再認識いたしまし

て、ホームページでのリニューアル、検索をしやすくするということですとか、あ

とは展示について町のフェイスブックを使ってお知らせしていくということ。また、

開成駅からも展示日につきまして、一目で分かるような看板等の設置というところ

で、改善をしているところでございます。 

この中で、また、さらに今後、利活用を進めたいというところでは、現在、入場

者の方についてはアンケートというところを行っております。そのような中で入場

者の方の分析等をした中で、いろいろな活用方法について検討を進めていきたいと

思っているところでございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

前田議員。 

○４番（前田せつよ） 

入場者の方のアンケートについては、また、それが分かり次第、議会にもお示し

願いたいと思います。 

まず１点、テントを撤去したということで、本当に、ロマンスカーが顔を出した

ということで大変に喜ばしいことでありますが、逆に、今後の管理というのが、テ

ントがなくなった点でやはり塗装の劣化ですとか、管理に関しての対応は万全に運

ばれているのかどうか、お伺いします。 

○議長（茅沼隆文） 

街づくり推進課長、答弁は簡潔にお願いします。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

お答えさせていただきます。 

テントを取った後の管理の状況ということでは、特段、何かしらの防犯対策とい

うことでは行ってはございません。通常の中で展示をさせていただいて、また付近

の方が何かあれば対応したいと思っているところでございます。 

あと、塗装に関しましては、今現在、屋外に常時さらしているという状況がござ

いますので、塗装の劣化についても数年に一度、行わなければならないということ

で関係者から聞いているところでございます。 

以上です。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに。 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

７番議員、下山千津子でございます。 



－９１－ 

決算書１０１ページ、説明資料４９ページで、５の自然環境保全事業費の中で、

バイオコード撤去工事費３６万７，２００円が計上されております。水質浄化対策

と聞いてございますが、町内１３カ所の河川水質調査を継続実施したということで、

実証実験の終了ということで撤去されたようでございますが、平成２２年からのそ

の間にどのようなデータをお持ちかお聞きします。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

それでは、下山議員の質問にお答えをさせていただきます。 

バイオコードにつきましては、水源環境保全再生市町村交付金により、河川の水

質浄化を目的として、平成１９年度より開成水辺スポーツ公園西側水路に設置して

きたものでございます。設置後、毎年、水質検査の測定をしまして検証を行ってき

ました。水質浄化の効果につきましては、水質基準の生物化学的酸素要求量（ＢＯ

Ｄ）、あと浮遊物質の量（ＳＳ）、溶存酸素（ＤＯ）というのがございますけれど

も、それらにつきましては年度によりばらつきがありまして、効果があらわれてい

る年度と、逆に水質が悪くなっているような年度がありました。極端に水質浄化が

図られているという状況ではありませんでした。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

下山議員。 

○７番（下山千津子） 

開成駅は、これからも人口が増えてございますし、また蛍の町としての取り組み

もされているわけでございます。きれいな町をつくっていく上で、開成町ならでは

の潤いとせせらぎを育んでいくためには、これからも水質検査というのは大変重要

かと考えるところでございます。今後の河川や水路の保全をどのようにされていく

のか、お伺いいたします。 

○議長（茅沼隆文） 

環境防災課長。 

○環境防災課長（山口健一） 

現在も行っておりますけれども、１３カ所の河川の水質の検査、これを継続して

いきまして水質の保全を図ってきたいと考えております。 

以上でございます。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はよろしいですか。 

山田議員。 

○２番（山田貴弘） 

２番、山田貴弘です。 

財産に関する調書について、質問がないので質問してみたいと思います。全般的
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な財産の基金について、動いていないものについて、この年度について積み立てが

できていないものについては、アピールが足りないのかどうかは分からないですけ

れども、ある程度、方向づけをした中で利用していくというのも一つ提案をしてい

くというのも必要ではないのかなという。 

特に、商工振興事業基金というのも、相手が商工振興会なので、なかなか町から

提案というのはできないと思うのですが、このまま積んでいても利用性というのが

生まれてこないわけではないですか。こういう基金を町で管理しているわけですか

ら、ある程度、利用・活用した中で振興策を考えてくれという投げかけもしていく

べきではないのかなと感じましたので、ぜひ、そこら辺は基金活用を今後、提案し

ていっていただきたいという。 

また、今回ゼロということにはなっているのですが、もし必要性があるのであれ

ば、そういう積み増しをするような施策展開も今後、必要ではないのかなというの

が１点、聞きたいのと。 

あと、開成の夢を育てるあじさい基金とか、あしがり郷瀬戸屋敷基金というのが

毎年、コンスタントに同じような金額が、そのときの景気状況によって左右はされ

るのですが、コンスタントに積み上げはされているのですが、あじさいまつりなん

かで現場に入って見ていても、「あじさい基金に寄附をお願いします」と言うだけ

で、何か目的みたいなものが薄かったのかなという感じがするのです。  

例えば、今年度については、品種改良の結果、「開成ブルー」という名前がつい

た花ができて、これから増やしていくわけですよね。例えば、目的を持って、「開

成ブルーを１，０００株増やすぞ」というような基金の積み増しみたいなアピール

をして、やっていくのも一つの手なのかなという。全部をそれに使うのではなくて、

何か目的を定めた中で基金の積み増しというのも、これからの課題ではないのかな

という。 

瀬戸屋敷でいえば「茅ぶき屋根を替えるぞ」というような、何か目的を持った中

で１年の計画でやっていくというのも課題だと思いますので、そこら辺の基金につ

いての考え方というものを、単なる積み足しているだけの考え方なのか、今後、そ

ういう検討の中で考えていきたいという答弁なのか、お聞きしたいと思います。  

○議長（茅沼隆文） 

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

それでは、基金全般ということで、まず、個別に入る前に全体のお話をさせてい

ただきたいと思います。議員が御指摘のとおり、基金というのは、それぞれ実は特

定の目的を持って積まれているものがほとんどでございます。財政調整基金という

のは、いわゆる家庭でいうところの貯金に値するものですけれども、それ以外は全

て、それぞれ条例で目的を定めて、そして積み上げているわけでございますから、

必要なときに当然、使っていくというのは御指摘のとおりです。 

ただ、それぞれの基金の残高を見ますと、とても潤沢にあるという状態ではござ
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いませんから、今後の大きな目標に向けて基金の積み立てをしていくと。先程お話

があったように、例えば、あじさい、それから瀬戸屋敷。過去に瀬戸屋敷の基金を

つくったときには、茅ぶき屋根の改修等も含めた中で、そういった目的を持って、

しっかり基金に積み立てていきましょうということでやってきたわけですから、決

していたずらに積むことだけが目的ではなくて、どこかの段階でしっかりとそれを

利活用していくということを目標に現在は運用しているというところでございます。 

また、個別については、お答えをさせていただきたいと思います。 

○議長（茅沼隆文） 

産業振興課長。 

○産業振興課長（遠藤孝一） 

では、あしがり郷瀬戸屋敷基金、あるいは開成の夢を育てるあじさい基金と、ま

た商工振興事業の関係の基金というところで三つ、御意見をいただきました。商工

振興に関しては、当然、設置目的は開成町の商工業の振興を図るためというところ

で積んでいるところですけれども、ある程度、目標を持ってという使用の仕方につ

いては、今後、御相談をしながらということになろうかと思います。 

また、あじさいの関係ですけれども、これは当然、あじさいまつりは実施してご

ざいますが、基本的には花の見栄えというか、維持管理等、植え替えとか、そうい

うところに活用していかないと、本来の目的であるあじさいの花の管理と、見栄え

が良くなければいけないというところに活用していきたいと考えてございます。  

三つ目の瀬戸屋敷は、先程お話にもありましたとおり、かなり、もう茅ぶき屋根

も老朽化が進んでおりまして、また北側部分はかなり問題視されているというとこ

ろでございますので、部分的にせよ、近い将来、茅ぶきの葺き替えが必要になろう

かと思いますので、その辺はまた、予算の段階で組んでいきたいと考えてございま

す。 

○議長（茅沼隆文） 

ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」という者多数） 

○議長（茅沼隆文） 

それでは、質疑がないようですので、平成２８年度決算認定について（一般会計）

の質疑を終了いたします。 

以上で本日の日程は全て終了いたしました。 

これにて散会いたします。 

お疲れさまでした。 

                   午後４時１２分 散会 

 


